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1. 米国 2014 年農業法の実施状況

米国の農業政策は、通常 5 年ごとに制定される農業法によって規定される。2014 年 2 月に成立し

た現行の農業法は、議会での正式な策定作業の開始が 2012 年 2 月に議会で正式な策定作業を開始

した後、成立まで約 2 年を要した。これは、アメリカ農業史上、もっとも長期の時間を要した農業

法を意味する 1。本章では、現行農業法の実施状況とその課題、各プログラムに対する農業団体等

の評価を取り上げる。2014 年農業法の策定過程、内容、2015 年の動向については過年度の報告書

を参照いただきたい 2。 

 2014 年農業法を取り巻く環境 1.1.

(1) 農産物価格等の動向 

穀物価格が上昇に転じる前の 2005 年作物年度（crop year）3のとうもろこし農場販売価格は、ブ

ッシェル（25.4kg）2.0 ドルであった。それが、2007 年に 4.3 ドル（2005 年の 2.1 倍）に高騰し、金

融危機の下で一時 3.7 ドルに下がったものの、2012 年の干ばつの発生を受け、2012 年には 6.9 ドル

（同 3.5 倍）に上昇した。2013 年 12 月の価格は 4 ドル台前半に下落したが、それでも、2005 年の

2.2 倍であった。この状況は、大豆・小麦・コメについても同じであり、2007 年以降 7 年間、価格

の高騰状態が続き、それが構造化してきた。こうした価格高騰状態の中で 2014 年農業法は制定さ

れた。

しかし、2012 年半ばをピークに農産物の価格は下落している。図表 1 はとうもろこし、大豆、

小麦の国際価格の推移を示したグラフである。直近では下げ止まりつつあるものの、国連食糧農業

機関（FAO）は、2016 年は主要農産物の価格が 5 年連続で下落し、2015 年比で 1.5%下回ったと発

表した 4。 

1 服部信司『アメリカ 2014 年農業法―収入保障・不足払い・収入保険の 3 層構造―』農林統計協会、2016 年、p.ⅰ。 
2 プロマーコンサルティング『平成 24 年度海外農業情報調査分析事業（米州）』2013 年、

http://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokusei/kaigai_nogyo/k_syokuryo/pdf/01america_us.pdf；三菱 UFJ リサーチ&コンサ

ルティング『平成 25 年度海外農業・貿易事情調査分析（米州）』2014 年、

http://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokusei/kaigai_nogyo/k_syokuryo/pdf/h25america-mokuji.pdf；農林中金総合研究所

『農業所得に影響を及ぼす米国 2014 年農業法の実施状況（平成 27 年度海外農業・貿易事情調査分析事業（農業所得構

造分析）』2016 年、http://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokusei/kaigai_nogyo/k_syokuryo/attach/pdf/h27-7.pdf。以下、断

りがない限り、アクセス日は 2017 年 3 月 14 日とする。 
3 米国の穀物年度は 9 月から翌年の 8 月まで。 
4 FAO, “Food commodity prices fall for fifth year in a row in 2016,” 12 January,2016, 
http://www.fao.org/news/story/en/item/462790/icode/. 

http://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokusei/kaigai_nogyo/k_syokuryo/pdf/01america_us.pdf
http://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokusei/kaigai_nogyo/k_syokuryo/pdf/h25america-mokuji.pdf
http://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokusei/kaigai_nogyo/k_syokuryo/attach/pdf/h27-7.pdf
http://www.fao.org/news/story/en/item/462790/icode/
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図表 1 主要穀物の国際価格推移（2009-2017 年、メトリックトン当たり、ドル） 

 
出所：IMF Commodity Market Monthly, http://www.imf.org/external/np/res/commod/index.aspx. 

 
2016年 8月に公開されたミズーリ大学の米国食料農業政策研究所（FAPRI）のレポートによると、

主要農産物の生産増加傾向が続くため、多くの農産物や畜産品の価格が下落すると予想されている。

個別の農産品の価格動向は下記のとおりである 5。 
 
 とうもろこし：生産量増加により価格が下落。2016-17 年の市場平均価格は 1 ブッシェル当

たり 3.19 ドルになると予想。生産面積の減少により 2017-18 年は価格が回復するものの、

2021-22 年まで 1 ブッシェル当たり 3.9 ドル以下になると予想。 
 大豆：天候不順により南米の 2016 年初頭の生産量が減少。米国の大豆生産量は大きかった

ものの、南米での生産量減により、2016-17 年の価格がわずかに上昇すると予想。今後 5 年

の平均価格は 1 ブッシェル当たり 10 ドル以下と予想。 
 小麦：米国および世界で 2016 年の生産量が多かったため、価格は急落すると予想。2017 年

に生産量が減少すれば価格回復の可能性。 
 綿花：中国での多量の綿花在庫の影響により、米国の綿花価格は今後 5 年間で 1 ポンド当た

り 60 セント程度と予想。 
 乳製品：供給量の増加により価格が下落すると予想。 
 
 
 
 

                                                      
5 FAPRI, Baseline Update for U.S. Agricultural Markets (FAPRI-MU Report #05-16), August 2016, p.1, 
https://www.fapri.missouri.edu/wp-content/uploads/2016/08/Report-05-16.pdf. 

http://www.imf.org/external/np/res/commod/index.aspx
https://www.fapri.missouri.edu/wp-content/uploads/2016/08/Report-05-16.pdf
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図表 2 主要農畜産物価格予測 
品目 単位 14/15 15/16 16/17 17/18 18/19 19/20 20/21 21/22 

とうもろこし 農場価格、ドル /
ブッシェル 

3.7 3.6 3.2 3.6 3.8 3.9 3.9 3.9 

大豆 農場価格、ドル /
ブッシェル 

10.1 9.0 9.3 9.4 9.6 9.9 9.9 10.0 

小麦 農場価格、ドル /
ブッシェル 

6.0 4.9 3.7 4.5 5.0 5.3 5.3 5.4 

綿花 農場価格、セント

/ポンド 
61.3 58.0 62.3 59.4 61.5 62.2 62.0 62.9 

牛乳 全乳価格、ドル /
ハンドレッドウ

ェイト 

24.1 17.2 16.1 16.9 17.9 18.2 18.2 18.2 

出所：FAPRI, Baseline Update for U.S. Agricultural Markets (FAPRI-MU Report #05-16), August 2016, 
https://www.fapri.missouri.edu/wp-content/uploads/2016/08/Report-05-16.pdf. 

 
生産者は価格の下落に伴う所得減少の一方で事業費をねん出しなければならないため、米国農家

の約三分の一は資金の借入をしているとされる。米国でも金利が低下しているが、支払期日を過ぎ

ても返済できない農家が増えており、利幅が縮んでいる中で農家が返済に苦慮していることがうか

がわれる 6。 
なお、2017 年 1 月 12 日に公表された農務省（USDA）の最新の世界農業需給予測（World Agricultural 

Supply and Demand Estimates: WASDE）によると、主要穀物の需給予測は以下のとおりとなっている。 
 
 小麦：2017 年の播種は 3238 万 3000 エーカーになるとされる。2016 年の 3613 万から 10%程

度の減少で、この数字は 1909 年の 2919 万 6000 エーカーに次ぐ少なさである。ただし、2016
年 12 月現在の小麦在庫は約 21 億ブッシェルで、前年期の 17 億ブッシェルを 20%以上上回

っている。この在庫により播種の減少の影響が相殺されると考えられる。世界的にみると、

アルゼンチンとロシアでの生産増により、世界的な小麦供給量は増加すると見込まれている。

そのため、世界全体の小麦在庫は過去最高の 2 億 5329 万トンになるとされる。 
 とうもろこし：とうもろこしは生産量と在庫がともに減少すると見込まれている。生産量は

3 億 8478 万トンで、2016 年 12 月の 3 億 8675 万トンから微減する。世界的にはブラジルや

アルゼンチンといった南米諸国で生産が増加するが、米国での生産減により世界全体では生

産減になるとされる。 
 大豆：米国の生産量は前回予測の 1 億 1869 万トンから微減し、1 億 1721 万トンになると見

込まれている。世界的には、50 万トンほど生産が減少。 
 

 2014 年農業法の概要と支出動向 1.2.

(1) 米国農業法の構造 

米国農業法には、USDA が所管する全ての政策が含まれている。2014 年農業法の構成は、「1 作

物、2 保全、3 貿易、4 栄養、5 信用、6 農村開発、7 研究・普及、8 森林、9 エネルギー、10 園芸、

12 作物保険、13 雑則」となっており、実施期間は 2014 年から 5 年間である。実施期間が終わりに

近くなれば、全ての政策が検討され、次期農業法に向けて議論が開始される。 
 
 
 
 
 

                                                      
6 “ Scarce Cash in Land of Plenty: Farmers Adjust to Downturn,” AG Web, 15 September, 2016. 

https://www.fapri.missouri.edu/wp-content/uploads/2016/08/Report-05-16.pdf
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図表 3 各農業法におけるプログラムの変遷 
プログラムの種

類 
1996 年農業法以

前 
1996 年農業法 2002 年農業法 2008 年農業法 2014 年農業法 

直接支払  直接支払 直接支払 直接支払  
不足払い型 不足払い  CCP CCP PLC 
最低価格保証型 マ ー ケ テ ィ ン

グ・ローン 
マ ー ケ テ ィ ン

グ・ローン 
マ ー ケ テ ィ ン

グ・ローン 
マ ー ケ テ ィ ン

グ・ローン 
マ ー ケ テ ィ ン

グ・ローン 
収入変動対応型    ACRE ARC 
農業保険 作物保険 作物保険 

収入保険 
作物保険 
収入保険 
農場収入保険 
マージン保険 

作物保険 
収入保険 

作物保険 
収入保険 
SCO 
STAX 

出所：吉井邦恒『アメリカ 2014 年農業法の実施状況―農業経営安定対策を中心として―』2016 年、14
頁に一部加筆、http://www.maff.go.jp/primaff/meeting/kaisai/2016/index.html#20160728。 

 
農業法のプログラムは作物別かつ二階建て方式となっている 7。一階部分は販売支援融資（マー

ケティング・アシスタンス・ローン、Marketing Assistance Loan）で、これは運転資金の供給と各地

の市場価格が著しく低下した場合の価格補填である。二階部分は収入保障型と不足払い型によって

構成され、農家は作物ごとにいずれかを選択する。2014 年農業法では、収入保障型がリスク補償

（Agricultural Risk Coverage: ARC）、不足払い型が価格損失補償（Price Loss Coverage: PLC）となっ

ている。一階部分の販売支援融資は 2014 年農業法以前からおおむね変更はなく、プログラムの発

動も限られている。 
 

(2) 2014 年農業法の主要プログラムの支出動向 

図表 4 は 2010 年以降の政府の農業補助支出動向を示した表である。2014 年は 97 億ドルと支出

額は 100 億ドルを下回ったが、2015 年は 108 億ドルと再び 100 億ドルを超え、2016 年はさらに支

出が増加し 130 億ドル程度になると予想されている。 
2016 年の個別のプログラムの支出をみると、PLC が 19.6 億ドル、ARC が 59.4 億ドル、保全計画

は 36.9 億ドルと予想されている。利幅保護プログラム（DMPP）は 1000 万ドル程度の収入になる

見込みである。 
2017 年は PLC が 32 億ドル、ARC が 53.8 億ドルとなり、PLC が ARC の約 6 割の規模まで拡大す

ると予想されている。支出額としては依然として ARC のほうが大きいものの、PLC の加入面積は

5500 万エーカーで、他方 ARC は、カウンティ ARC と農場 ARC の合計で 1 億 8700 万エーカーと

PLC の 3.4 倍となっている（加入面積は、図表 8 を参照）。単純に支出額を加入面積で除すと、1
エーカーあたりの支出額は PLC が 58 ドル、ARC が 29 ドルとなり、単位面積あたりの支出額は PLC
が ARC の 2 倍となる。2015 年は ARC が 23 ドル、PLC が 14 ドルと ARC のほうが単位面積あたり

の支出額が大きかった。支出額の伸び率も PLC が ARC を上回っており、近年は PLC のほうがセー

フティネットとしての有効性が高まりつつあるといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                      
7 平澤明彦「農産物の安値に直面する米国の農業所得安定化政策―成立から 3 年目の 2014 年農業法―」『農林金融』2016・
9 号、44-45 頁。 

http://www.maff.go.jp/primaff/meeting/kaisai/2016/index.html#20160728
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図表 4 政府農業補助支出動向（2010-2017 年、単位：1000 ドル） 
  2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 
合計 12,391,658 10,420,530 10,635,118 11,003,796 9,766,845 10,804,486 12,996,932 12,473,139 
直接支払 4,809,267 4,705,683 4,687,021 4,288,531 18,733 -3,509 NA NA 
綿花移行支

援 支 払

（CTAP） 

NA NA NA NA 459,927 24,018 NA NA 

繰綿費用配

分プログラ

ム（CGCS） 

NA NA NA NA NA NA 328,032 283 

ACRE 421,387 15,978 41,395 206,896 255,084 13,738 NA NA 
PLC NA NA NA NA NA 754,928 1,960,000 3,200,000 
ARC NA NA NA NA NA 4,376,892 5,940,000 5,380,000 
CCP 209,099 16,510 -1,234 -839 -527 -60 NA NA 
ローン不足

支払い 
114,391 5,749 -616 -331 61,894 154,844 171,000 108,000 

マーケティ

ング・ロー

ン・ゲイン 

2,002 80 0 0 32,955 53,528 148,000 23,000 

農産物証券

交換利得 
705 0 NA NA NA NA 93,000 19,000 

MILC 51,660 -100 446,572 231,704 -129 -40 16 0 
DMPP NA NA NA NA NA 686 -10,580 -15,000 
タバコ移行

支払プログ

ラム 

686,769 666,028 652,933 647,974 646,399 2,574 NA 9 

保全計画 3,219,467 3,674,324 3,695,063 3,679,896 3,561,396 3,618,928 3,687,334 3,260,915 
バイオマス

作物支援プ

ロ グ ラ ム

（BCAP） 

231,390 29,796 12,266 7,078 5,444 7,364 7,000 6,600 

補助的・災

害支援プロ

グラム 

2,647,915 1,304,552 1,102,397 1,942,908 4,725,718 1,800,619 673,162 490,367 

その他 -2,395 1,928 -680 -21 -49 -24 -32 -35 
※2017 年 2 月 7 日時点のデータ。2016 年と 2017 年の値は予測値。 
出所：USDA ERS, Farm Income and Wealth Statistics より作成。 
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図表 5 主要プログラムの支払額実績および予測（単位：100 万ドル） 

 
※農業保険の金額は補償額（indemnity）で算出。15/16 以降の値は予測。 
出所：FAPRI, U.S. Baseline Briefing Book: Projections for Agricultural and Biofuel Markets (FAPRI-MU 
Report #02-16), March 2016 に基づき作成。 

 

 PLC および ARC の実施状況 1.3.

(1) PLC の概要 

価格損失補償（Price Loss Coverage: PLC）は、参照価格（reference price）に販売価格（販売年度

12 か月間の全国平均価格）が達しない場合に、その差について支払われる。支払額は、（その差）

×（支払単収）×（基準面積×0.85）によって計算される。 
2014 年農業法以前の基準面積は、「98－01 年の作付面積の平均」、または「91－95 年の作付面積

の平均」のうち、生産者が選択した面積が適用された。2014 年農業法では、基準面積を農場の総基

準面積の枠内で、これまでの基準面積と「2009－12 年の平均作付面積」のうち、生産者が選択する

方に変更できる。農場の総基準面積を変更しないという枠内において、各作物の基準面積を直近の

作付面積に変更しうる、各作物の基準面積を再配分し得る、といったように農場の作物の基準面積

を再配分できることになっている 8。 
 

(2) ARC の概要 

農業リスク補償（Agricultural Risk Coverage: ARC）は、当該年の収入が、過去数年の平均的な収

入（基準収入）から下落した場合に補填が行われるプログラムである。農家はカウンティ（郡）べ

ースの収入補償（カウンティARC）とするのか、個別農場をべースとする収入補償（農場ARC、ま

たは個別ARC）とするかを選択する。農家は上述のPLCかARCのどちらかを選択する 9。 
 

                                                      
8 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング『海外農業・貿易事情調査分析（米州）』21-22 頁。 
9 同上、23-24 頁。 
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図表 6 PLC/ARC 選択に関する農家の意思決定フロー 

 
出所：吉井邦恒「アメリカ 2014 年農業法の概要について―農業系安定対策を中心に―」農林水産政策

研究所『平成 25 年度カントリーレポート第 3 号―アメリカ、韓国、ベトナム、アフリカ―』2014 年、

24 頁、http://www.maff.go.jp/primaff/koho/seika/project/cr_25_03.html。 

 
 

① カウンティ ARC 

当年のカウンティの「作物収入額」｛（郡の平均単収）×（年度平均の全国販売価格）｝が、「基準

収入額の 86％」よりも少ない場合に、その差の支払いが行われる。基準収入額は、（郡の 5 年オリ

ンピック平均単収）×（5 年オリンピック平均全国販売価格）である。ここで、“オリンピック平均”

とは「最低と最高の年を除く中庸年の平均」を指す。 
補償の幅は 10％で、当年の作物収入額が基準収入額の 76％まで低下しても、基準収入額の 86％

が確保される。75％以下は、生産者が加入する保険でカバーするという前提に立っている。 
なお、基準収入算定に当たり、全国平均価格が PLC の参照価格よりも低い場合には、全国平均販

売価格の代わりに、PLC の参照価格が用いられる。この場合、収入補償においても、参照価格が最

低保証価格（不足払い）を兼ね備えることとなる。 
対象面積は基準面積の 85％で、基準面積の 85％に対して支払いが行われる。 
 

② 農場 ARC 

農場の生産している各作物の収入（「作物の生産量」×「販売年度・全国平均価格」）の総計額が、

各作物の基準収入額（各年度の収入額の 5 年オリンピック平均額）の総計の 86％を下回った場合に、

その差の支払いが行われる。 
補償の幅は、カウンティベースの場合と同様の 10％である。当年の収入額の総額が基準収入額総

計の 76％まで低下しても、基準収入額の総計の 86％が確保される 10。 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                      
10 同上、23-24 頁。 

http://www.maff.go.jp/primaff/koho/seika/project/cr_25_03.html
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図表 7 カウンティ ARC と農場 ARC の特徴 
 カウンティ ARC 農場 ARC 

支払が行われる場合 「実際の作物収入額＜リスクカバー額」の場合 
 

実際（当年）の作物 
収入額 

（カウンティの平均単収）× 
（年度平均の全国販売価格） 

（当該作物の生産量）× 
（年度平均の全国販売価格）。各作物

の実際の収入額の総計 
リスクカバー額 「基準（ベンチマーク）収入」×0.86 

 
基準（ベンチマーク） 
収入 

（郡の 5 年オリンピック平均単収）×

（5 年オリンピック平均全国販売価

格） 

（農場の各年度収入額）の 5 年オリン

ピック平均。 

基準価格の算定に当た

り、全国平均販売価格の

代わりに目標価格を用

いる場合 

「全国平均販売価格＜目標価格」の場合 
 

対 象 面 積 基準面積の 85％ 基準面積の 65％ 
 

三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング『海外農業・貿易事情調査分析（米州）』（農林水産省平成 25 年度

海外農業・貿易事情調査分析事業）、2014 年、24 頁。 

 

③ ARC と PLC の性格の違い 

ARC（収入保障型）とPLC（不足払い型）の性格の違いをまとめる 11。収入保障型は基準価格が

直近の数年間の農産物価格に連動する。そのため、高価格期でも発動されやすいという特徴をもち、

農産物価格高騰に伴う生産費増を賄うこともできる。他方で、安値や値下がりが続くと、発動の基

準となる基準価格も下落するため、十分な補償とならない可能性がある。また、ARCの補償範囲が

狭いため、大幅な価格下落の場合はARCだけでは不十分で、それ以上の収入補填には収入保険が必

要となる。 
不足払い型は、基準価格が一定であり、農作物価格が高価格の場合には発動されにくい。他方で、

価格下落が大幅な場合には手厚い補償が得られ、安値や値下がりが続いたとしても補償を安定的に

得ることができる。 
農産物価格の高騰時は ARC が有利だが、価格下落時や低迷時が続くと PLC の補償額が有利にな

る。2012 年以降、多くの農産物の価格は下落基調にあるため、後述のとおり PLC の有利性が高ま

ると予想される。 
 

(3) ARC/PLC の実施状況 

① ARC/PLC の利用状況とその背景（品目別、州・地域別） 

2015 年 6 月 15 日のニュースリリースにおいて、USDAは 176 万戸以上の農家がARCまたはPLC
を選択したと公表した 12。2014年農業法で廃止された直接支払の登録者が 170万戸だったことから、

ARCおよびPLCの申請者は直接支払のそれより多い。2016 年の作付面積に占めるARCおよびPLCの
基準面積の割合をみると、9 割以上がPLCまたはARCに加入している（図表 8）。 

 

                                                      
11 以下は、平澤「農産物の安値に直面する米国の農業所得安定化政策―成立から 3 年目の 2014 年農業法―」47-48 頁に

基づく。 
12 USDA, “USDA Opens Enrollment Period for Agriculture Risk Coverage and Price Loss Coverage Safety-Net 
Programs,” 15 June, 2015, 
http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentidonly=true&contentid=2015/06/0173.xml. 

http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentidonly=true&contentid=2015/06/0173.xml
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図表 8 PLC と ARC の基準面積および 2016 年作付面積に占める割合 

 
PLC 基準面積 

カウンティ

ARC 基準面積 
農場 ARC 
基準面積 

合計 
2016 年 
作付面積 

2016 年作付面

積に占める基

準面積の割合 
大麦 3,876,590  1,127,214  181,913  5,185,717  3,052,000 170% 
キャノーラ 1,436,766  31,814  7,736  1,476,317  1,714,000 86% 
とうもろこし 6,388,066  90,057,276  323,106  96,768,447  94,004,000 103% 
クランベ 1,698  889  16  2,603  － － 
乾燥エンドウ

マメ 
196,636  219,471  25,783  441,890  1,382,000 32% 

亜麻仁 145,584  82,871  1,837  230,292  374,000 62% 
ソルガム 5,965,661  2,998,211  15,557  8,979,430  6,690,000 134% 
レンズマメ 151,080  116,798  19,185  287,063  933,000 31% 
大ヒヨコマメ 19,412  56,636  9,587  85,634  190,300 45% 
長粒米 4,007,809  6,912  

 
4,014,721  2,442,000 164% 

中粒米 167,293  6,532  
 

173,824  665,000 26% 
マスタード 13,845  9,431  1,439  24,715  103,100 24% 
オーツ麦 671,385  1,410,063  13,778  2,095,226  2,828,000 74% 
落花生 2,013,443  6,781  18  2,020,243  1,671,000 121% 
菜種 1,100  1,335  45  2,481  11,000 23% 
ベニバナ 62,521  33,401  3,145  99,068  161,100 61% 
ゴマ 4,378  828  

 
5,206  － － 

小ヒヨコマメ 5,004  15,006  2,057  22,067  91,000 24% 
大豆 1,688,365  52,635,553  191,053  54,514,972  83,433,000 65% 
ヒマワリ 920,546 710,724  19,683  1,650,954  1,596,600 103% 
ジャポニカ米 355,082  197,020  23,092  575,194  － － 
小麦 27,045,581  35,394,613  1,258,950  63,699,144  50,154,000 127% 
一般基礎面積   

 
8,294  17,582,910  9,880,000 178% 

全米合計 55,137,844.79 185,119,381  2,106,275  242,355,206  261,375,100 93% 
出所：PLC と ARC の基準面積は USDA/FSA、作付面積は NASS。 

 
選択の内訳を見ると、大豆農家の 96％、とうもろこし農家の 91％、小麦農家の 66％が ARC を選

択し、長粒米農家の 99％、落花生農家の 99％、中粒米農家の 94％が PLC を選択した。 
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図表 9 PLC と ARC の選択状況（2015 年 5 月 29 日現在、品目別、単位：%） 
  PLC と ARC を選択した農家の内訳 PLC と ARC を選択した基準面積の内訳 
  PLC カウンテ

ィ ARC 
農 場
ARC 

合計 PLC カウンテ

ィ ARC 
農 場
ARC 

合計 

大麦 57 42 1 100 75 22 4 100 
キャノーラ 93 7 1 100 97 2 1 100 
とうもろこし 9 91 0 100 7 93 0 100 
クランベ 59 40 1 100 65 34 1 100 
乾燥エンドウマメ 44 53 3 100 44 50 6 100 
亜麻仁 59 40 1 100 63 36 1 100 
ソルガム 54 46 0 100 66 33 0 100 
レンズマメ 51 44 5 100 53 41 7 100 
大ヒヨコマメ 32 60 8 100 23 66 11 100 
長粒米 99 1 0 100 100 0 0 100 
中粒米 94 6 0 100 96 4 0 100 
マスタード 53 42 4 100 56 38 6 100 
オーツ麦 23 76 0 100 32 67 1 100 
落花生 99 1 0 100 100 0 0 100 
菜種 47 50 3 100 44 54 2 100 
ベニバナ 57 40 2 100 63 34 3 100 
ゴマ 76 24 0 100 84 16 0 100 
小ヒヨコマメ 28 62 10 100 23 68 9 100 
大豆 4 96 0 100 3 97 0 100 
ヒマワリ 49 50 1 100 56 43 1 100 
ジャポニカ米 68 30 2 100 62 34 4 100 
小麦 34 66 0 100 42 56 2 100 
全米合計 － － － 100 23 76 1 100 

出所：USDA/FSA, http://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/arcplc_program/index. 

 

② ARC/PLC の政府支出実績（品目別、州地域別） 

2015 年作物年度について、2017 年 2 月 2 日現在のPLCおよびARCの品目別支出上実績は下記の

とおりである。2016 年 10 月 4 日、USDAは 2015 年作物年度のカウンティARCとPLCの支出金額が

70 億ドル以上になると発表していたが 13、実際に 2 月 2 日現在の支出実績は 78 億ドルとなり、70
億ドルをも大きく上回っている。この数字は議会予算局（CBO）の当初予想よりもはるかに大きい

金額である 14。 
カウンティ ARC の約 7 割の支出はとうもろこしが占めている。他方、PLC は落花生と長粒米、

小麦で支出全体の 8 割程度を占めている。 
 

                                                      
13 USDA, “ USDA Issues Safety-Net Payments to Farmers in Response to 2015 Market Downturn,” News Release, 4 
October, 2016, http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentid=2016/10/0214.xml&contentidonly=true. 
14 Paul Neiffer, “The Farm CPA,” AG Web, 5 October, 2016. 

http://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/arcplc_program/index
http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentid=2016/10/0214.xml&contentidonly=true
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図表 10 2015 年作物年度の品目別支出実績（2017 年 2 月 2 日時点、単位：ドル） 
品目 カウンティ ARC PLC 合計 

支出額（ドル） 全体に占める

割合（%） 
支出額（ドル） 全体に占める

割合（%） 
支出額（ドル） 全体に占める

割合（%） 
大麦 7,705,393  0.1  － － 7,705,393  0.1 
キャノー

ラ 
465,949  0.0  76,738,727  4.0  77,204,676  1.0 

大ヒヨコ

マメ 
1,721,093  0.0  － － 1,721,093  0.0 

小ヒヨコ

マメ 
31,887  0.0  － - 31,887  0.0 

とうもろ

こし 
4,066,098,026  69.0  53,214,187  2.8  4,119,312,213  52.8 

アマニ 991,390  0.0  4,969,062  0.3  5,960,452  0.1 
レンティ

ル 
1,242,879  0.0  － － 1,242,879  0.0 

マスター

ド 
76,316  0.0  － － 76,316  0.0 

オーツ麦 16,654,266  0.3  6,943,150  0.4  23,597,416  0.3 
落花生 394,259  0.0  519,632,681  27.1  520,026,940  6.7 
乾燥イン

ゲンマメ 
1,561,244  0.0  － － 1,561,244  0.0 

長粒米 211,413  0.0  523,614,466  27.3  523,825,879  6.7 
中粒米 645,398  0.0  20,040,819  1.0  20,686,217  0.3 
ベニバナ 108,048  0.0  － － 108,048  0.0 
ゴマ 3,506  0.0  － － 3,506  0.0 
ソルガム 55,176,552  0.9  204,472,864  10.7  259,649,416  3.3 
大豆 1,093,070,597  18.5  － － 1,093,070,597  14.0 
ヒマワリ 4,896,001  0.1  5,304,924  0.3  10,200,925  0.1 
小麦 642,263,805  10.9  499,942,952  26.1  1,142,206,758  14.6 
合計 5,893,318,022  100.0  1,914,873,832  100.0  7,808,191,854  100.0 

出所：USDA/FSA, “2015 ARC/PLC Payments as of February 2, 2017,” 2017, 
 https://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/arcplc_program/index. 

 
州別の支出実績を見ると、PLC はテキサス、アーカンソー、ジョージア、カウンティ ARC では、

イリノイ、アイオワ、ネブラスカで支出が大きくなっている。 
 

https://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/arcplc_program/index
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図表 11 2015 年作物年度の州別支出実績（2017 年 2 月 2 日時点、単位：ドル） 
州 PLC カウンティ ARC 合計 

支出額（ドル） 全体に占める

割合（%） 
支出額（ドル） 全体に占める割

合（%） 
支出額（ドル） 全体に占める

割合（%） 
アラバマ 62,641,508  3.3  12,795,474  0.2  75,436,982  1.0  
アラスカ 10,857  0.0  0  0.0  10,857  0.0  
アリゾナ 8,563,406  0.4  123,186  0.0  8,686,592  0.1  
ア ー カ ン

ソー 
291,086,559  15.2  75,442,292  1.3  366,528,851  4.7  

カ リ フ ォ

ルニア 
18,131,682  0.9  13,197,280  0.2  31,328,962  0.4  

コロラド 39,242,025  2.0  59,470,329  1.0  98,712,354  1.3  
コ ネ テ ィ

カット 
39,792  0.0  437,279  0.0  477,071  0.0  

デ ラ ウ ェ

ア 
815,665  0.0  7,281,573  0.1  8,097,238  0.1  

フロリダ 31,319,814  1.6  1,810,825  0.0  33,130,639  0.4  
ジ ョ ー ジ

ア 
235,029,686  12.3  29,838,892  0.5  264,868,579  3.4  

アイダホ 32,632,138  1.7  27,001,633  0.5  59,633,771  0.8  
イリノイ 10,873,476  0.6  912,356,393  15.5  923,229,869  11.8  
イ ン デ ィ

アナ 
2,506,018  0.1  534,896,196  9.1  537,402,214  6.9  

アイオワ 4,144,804  0.2  658,874,400  11.2  663,019,204  8.5  
カンザス 107,418,067  5.6  253,843,410  4.3  361,261,477  4.6  
ケ ン タ ッ

キー 
3,734,500  0.2  55,316,295  0.9  59,050,795  0.8  

ル イ ジ ア

ナ 
98,134,061  5.1  74,359,193  1.3  172,493,254  2.2  

メイン 27,542  0.0  1,820,950  0.0  1,848,492  0.0  
メ リ ー ラ

ンド 
2,233,507  0.1  17,867,436  0.3  20,100,943  0.3  

マ サ チ ュ

ーセッツ 
74  0.0  885,830  0.0  885,904  0.0  

ミシガン 3,171,773  0.2  146,965,721  2.5  150,137,494  1.9  
ミネソタ 7,385,115  0.4  393,315,403  6.7  400,700,518  5.1  
ミ シ シ ッ

ピ 
67,841,728  3.5  93,945,620  1.6  161,787,348  2.1  

ミズーリ 79,347,507  4.1  175,071,751  3.0  254,419,258  3.3  
モンタナ 80,546,171  4.2  20,672,140  0.4  101,218,311  1.3  
ネ ブ ラ ス

カ 
31,811,925  1.7  638,779,374  10.8  670,591,299  8.6  

ネバダ 345,161  0.0  106,124  0.0  451,285  0.0  
ニ ュ ー ハ

ン プ シ ャ

ー 

12,261  0.0  500,329  0.0  512,590  0.0  

ニ ュ ー ジ

ャージー 
105,108  0.0  4,401,158  0.1  4,506,266  0.1  

ニ ュ ー メ

キシコ 
14,626,782  0.8  6,597,454  0.1  21,224,236  0.3  

ニ ュ ー ヨ

ーク 
344,781  0.0  54,544,230  0.9  54,889,011  0.7  

ノ ー ス カ

ロライナ 
40,229,263  2.1  85,329,801  1.4  125,559,064  1.6  

ノ ー ス ダ

コタ 
119,054,433  6.2  331,221,160  5.6  450,275,593  5.8  

オハイオ 5,179,462  0.3  386,666,541  6.6  391,846,003  5.0  
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州 PLC カウンティ ARC 合計 
支出額（ドル） 全体に占める

割合（%） 
支出額（ドル） 全体に占める割

合（%） 
支出額（ドル） 全体に占める

割合（%） 
オ ク ラ ホ

マ 
64,861,990  3.4  55,153,789  0.9  120,015,779  1.5  

オレゴン 4,550,709  0.2  29,348,963  0.5  33,899,672  0.4  
ペ ン シ ル

バニア 
1,043,027  0.1  28,447,193  0.5  29,490,220  0.4  

ロ ー ド ア

イランド 
1,596  0.0  32,829  0.0  34,425  0.0  

サ ウ ス カ

ロライナ 
24,886,479  1.3  28,100,116  0.5  52,986,595  0.7  

サ ウ ス ダ

コタ 
25,473,512  1.3  212,661,174  3.6  238,134,686  3.0  

テネシー 3,580,751  0.2  40,326,418  0.7  43,907,169  0.6  
テキサス 356,516,851  18.6  102,641,164  1.7  459,158,015  5.9  
ユタ 3,980,157  0.2  3,631,749  0.1  7,611,906  0.1  
バ ー モ ン

ト 
13,632  0.0  3,491,549  0.1  3,505,181  0.0  

ヴ ァ ー ジ

ニア 
19,267,081  1.0  16,890,452  0.3  36,157,533  0.5  

ワ シ ン ト

ン 
6,729,275  0.4  93,694,499  1.6  100,423,774  1.3  

ウ ェ ス ト

ヴ ァ ー ジ

ニア 

16,826  0.0  1,962,047  0.0  1,978,873  0.0  

ウ ィ ス コ

ンシン 
1,738,118  0.1  199,939,831  3.4  201,677,949  2.6  

ワ イ オ ミ

ング 
3,627,177  0.2  1,261,353  0.0  4,888,530  0.1  

合計 1,914,873,832  100.0  5,893,318,798  100.0  7,808,192,630  100.0  
出所：USDA/FSA, “2015 ARC/PLC Payments as of February 2, 2017,” 2017, 
 https://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/arcplc_program/index. 

 

(4) ARC/PLC に関する評価と問題点 

① 農作物価格の下落とそれに伴う ARC 基準価格の低下 

ARCとPLCのいずれも年間の農場価格が基準価格または参照価格を下回れば、基本的にその差額

が支払われるが、農産物価格の値下がりによりいずれも発動される品目が増える見込みである 15。

ARCは過去数年間にわたる価格リスクへの対応を重視しており、農産物価格が高水準であればPLC
の参照価格よりも高い基準価格を実現可能となり、生産費の高まりに対応できることがその長所で

あった。 
しかし、ARCは基準価格が農産物価格と収量の 5 年中 3 年平均を用いて計算されるため、高い価

格水準の時期から低下した最初の数年間は収入がある程度維持されるが、それ以上に長期にわたっ

て価格が低迷した場合、基準価格が低下するため、農家の収入保障として十分に機能しなくなる懸

念がある。図表 2 で示したFAPRIの価格動向予測は今後農産物価格の下落を予想しており、ARCの
選択率が高いとうもろこしや大豆では価格の低迷が続くのであれば、それに伴いARCの支払額も低

下すると見込まれる 16。 
他方、PLC は法定の参照価格が固定されていることから、ARC の基準価格が下落した結果、ARC

                                                      
15 平澤「農産物の安値に直面する米国の農業所得安定化政策―成立から 3 年目の 2014 年農業法―」51 頁。 
16 吉井邦恒「2014 年農業法セーフティネット・プログラムの選択―アメリカの農業者は PLC と ARC のどちらを選んだ

のか―」農林水産政策研究所『平成 26 年度カントリーレポート：米国農業法、ブラジル、韓国、欧州酪農』2015 年、

23 頁；Jonathan Coppess, “ Evaluating Commodity Program Choices in the New Farm Bill,” farmdoc daily (4) 21, 6 
February, 2014. 

https://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/arcplc_program/index
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の支払額が PLC を下回るようになった。ARC の補償の幅は、基準価格の 10%という制限が設けら

れているため、それ以上の値下がりが発生しても ARC では補償されない（それ以上の値下がりは

作物保険でカバーするという前提）。PLC は参照価格と販売価格の差額が保障されるため、価格が

大幅な低下にも対応でき、値下がりに比例して補償率も上昇する。2015 年の政府農業補助支出は、

ARC が 43.8 億ドルで PLC が 7.5 億ドルであったが、2016 年はそれぞれが 59.4 億ドルと 19.6 億ド

ル、2017 年は 53.8 億ドルと 32 億ドルになると見込まれ、PLC の支出の大幅増が予想されている（図

表 4）。 
すでに農産物によってはPLCが有利になるケースが生じている 17。2017 年には、農産物価格が高

水準だった 2011 年の価格が、2018 年には 2012 年の価格が基準価格の算定に含まれなくなるため、

ARCの基準価格はさらに低下する。今後も引き続き農産物価格が下落すると、さらにARCの優位性

がさらに低下することになる。 
 

図表 12 PLC の参照価格およびカウンティ ARC の各品目の基準価格（単位：ドル） 

 
PLC 参照

価格 

カウンティ ARC 
2014 2015 2016 

基準価格 発動価格 基準価格 発動価格 
基準価格

（予測） 
発動価格 
（予測） 

発動価格

2014 年比

（%） 
小麦 5.5000  6.6000  5.6760  6.7000  5.7620  6.7000  5.7620  1.5 
大麦 4.9500  5.4500  4.6870  5.5700  4.7902  5.6400  4.8504  3.5 
オーツ麦 2.4000  3.2500  2.7950  3.4800  2.9928  3.4800  2.9928  7.1 
落花生 0.2675  0.2787  0.2397  0.2787  0.2397  0.2787  0.2397  0.0 
と う も ろ

こし 
3.7000  5.2900  4.5494  5.2900  4.5494  4.7900  4.1194  -9.5 

ソルガム 3.9500  5.1000  4.3860  5.1000  4.3860  4.7700  4.1022  -6.5 
大豆 8.4000  12.2700  10.5522  12.2700  10.5522  11.8700  10.2082  -3.3 
乾 燥 エ ン

ドウマメ 
0.1100  0.1363  0.1172  0.1397  0.1201  0.1423  0.1224  4.4 

レ ン テ ィ

ル 
0.1997  0.2380  0.2047  0.2337  0.2010  0.2337  0.2010  -1.8 

大 ヒ ヨ コ

マメ 
0.2154  0.3310  0.2847  0.3310  0.2847  0.3313  0.2849  0.1 

小 ヒ ヨ コ

マメ 
0.1904  0.2167  0.1864  0.2167  0.1864  0.2310  0.1987  6.6 

ヒ マ ワ リ

種子 
0.2015  0.2337  0.2010  0.2347  0.2018  0.2283  0.1963  -2.3 

キ ャ ノ ー

ラ 
0.2015  0.2158  0.1856  0.2158  0.1856  0.2158  0.1856  0.0 

アマニ 11.2840  13.2700  11.4122  13.2700  11.4122  13.1333  11.2946  -1.0 
マ ス タ ー

ド 
0.2015  0.3327  0.2861  0.3473  0.2987  0.3473  0.2987  4.4 

菜種 0.2015  0.2583  0.2221  0.2607  0.2242  0.2933  0.2522  13.6 
ベニバナ 0.2015  0.2405  0.2068  0.2567  0.2208  0.2570  0.2210  6.9 
クランベ 0.2015  0.3613  0.3107  0.3647  0.3136  0.3873  0.3331  7.2 
ゴマ 0.2015  0.3253  0.2798  0.3700  0.3182  0.3933  0.3382  20.9 
長粒米 0.1400  0.1417  0.1219  0.1417  0.1219  0.1417  0.1219  0.0 
中粒・短粒

米 
0.1400  0.1513  0.1301  0.1470  0.1264  0.1447  0.1244  -4.4 

ジ ャ ポ ニ

カ米 
0.1610  0.1953  0.1680  0.1997  0.1717  0.1917  0.1649  -1.8 

出所：USDA/FSA, ARC/PLC Program 
（https://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/arcplc_program/arcplc-program-data/index）より作

成。  

                                                      
17 平澤「農産物の安値に直面する米国の農業所得安定化政策―成立から 3 年目の 2014 年農業法―」53 頁。 

https://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/arcplc_program/arcplc-program-data/index
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② カウンティ ARC 支払額の地域間格差 

カウンティARCでは郡ごとに支払金額が異なりうる。差額の発生は制度上の仕組みゆえに避けら

れないが、近隣の郡で大幅に支払金額が異なれば生産者に不満が生まれうる。実際、2014 年作物年

度では、アイオワ州のカルフーン（Calhoun）郡はエーカー当たり支払額が 23.21 ドルであったが、

北に隣接するポカホンタス（Pocahontas）郡はエーカー当たり 91.52 ドル、南の 2 郡はエーカー当た

り約 75 ドル支払われた。支払金額の大きな差についてアイオワ州選出のグラスリー（Chuck Grassley）
上院議員とエルンスト（Joni Ernst）上院議員（ともに共和党）がビルサック農務長官に対して懸念

とカウンティARCの郡平均単収の算出方法に関するより詳細な情報を求める書簡を提出した（2016
年 5 月）18。 

このような不満はアイオワ州に限らず、ミネソタ州選出のピーターソン（Collin Peterson）下院議

員も 2014 年農業法について多くの不満が農家から寄せられていると述べている 19。これらの批判

に対して、スキューズ（Michael Scuse）農務副長官は、支払額の差は郡の生産履歴と天候のパター

ンによるものであるとしたうえで、ARC導入にあたりUSDAは全米の郡の平均単収を算出する必要

があったが、完全なデータが揃ったのはそのうち半分以下の郡に過ぎなかったと述べている 20。農

務省全国農業統計局（NASS）の統計は郡レベルでのサンプルが小さいために誤差が大きくなるこ

とや、郡の単収データがない場合は農業サービス局（FSA）が新たに推計せざるを得なかったこと

から、カウンティARCを実施するうえで郡単収データの不備はFSAにとって最大の課題であった 21。 

③ 綿種子の取り扱い 

アーカンソーのファームビューロー（Arkansas Farm Bureau）の会長は、次期農業法では、綿花を

含め全ての農産品に対してセーフティネットが設けられるべきであり、2014 年農業法は畜産農家に

対して十分な支援がなされていないと述べている 22。 
綿花はPLCおよびARCから除外されているが、綿花価格の下落を受けて、下院農業委員会委員長

のコナウェイ（Michael Conaway）は、綿種子を油糧種子に含めて補助の対象に含めるようUSDA長

官のビルサック（Tom Vilsack）に提案した 23。しかし、ビルサック長官はUSDAに綿種子を油糧種

子に指定し直す権限はないとして提案を却下し 24、2017 年 3 月 10 日現在、提案は受け入れられて

いない 25。 
また、綿花補助金をめぐってはブラジルからWTO協定違反であると訴えられ、米国の主張が斥け

られるパネル裁定が下されている。そうした中で、綿種子を農業プログラムに入れれば、ブラジル

からの反発を招く可能性がある 26。 
 

④ ARC/PLC に対する主要農業団体の評価 

以下、2017 年 1 月に実施した聞き取り調査をもとに主要農業団体の ARC/PLC に対する評価をま

とめる。 
PLC については、想定通りの実施状況であり、ヒアリングを実施した農業団体からは PLC の問

題を指摘する意見は聞かれなかった。PLC が機能している要因として、不足払いは従来から実施さ

れてきた制度であり、生産者も慣れているとの指摘があった。 

                                                      
18 Chuck Grassley, “ Grassley, Ernst Seek Information from Agriculture Secretary on USDA Payment Formula,” 
News Release, 9 May, 2016. 
19 “ Difference in ARC Payments by County Raises Questions,” AG Web, 16 May, 2016. 
20 Ibid.  
21 平澤「農産物の安値に直面する米国の農業所得安定化政策―成立から 3 年目の 2014 年農業法―」50 頁。 
22 “Farming subsidies rise 74% in state USDA payments at $370.7M in ’15,” The Arkansas Democrat-Gazette, 2 
December, 2016. 
23 “Dispute over farm subsidies; Trying to get back in tall cotton: Growers see bill’s loophole as being key,” San 
Antonio Express-News, 6 March, 2016. 
24 “ USDA says no to cottonseed as an oilseed,” FarmWeekNow, 6 February, 2016. 
25 2017 年 1 月に実施した米国における現地調査では、新政権が誕生したばかりで見直しをするかどうかは全く検討が始

められていないとのことであった。 
26 “Dispute over farm subsidies,” San Antonio Express-News, 6 March, 2016. 



 

16 
 

他方、ARC に対しては様々な問題点が指摘された。一つは、上述のとおり、PLC の支払額の地

域間格差であり、郡の単収データを算出するにあたり、NASS のデータが十分ではなく、作物保険

のデータなど異なるデータソースが用いられた可能性があり、それが地域間格差を生む一因になっ

たと推測する意見が聞かれた。NASS のデータ整備状況については、州によっては NASS データの

整備状況は特に遅れており、データ自体がほとんど存在しなかったケースもあるという。NASS の

データが未整備なのであれば、リスク管理局（RMA）のデータ等で補完する必要があるとの指摘が

あった。2014 年農業法の成立当時は、農産物価格が高値で推移していたため、ARC は農家の収入

を高水準で保証できるため、ARC の導入を歓迎したが、当初の想定以上に NASS のデータ整備状

況が遅れていたことが後に判明したとの指摘も聞かれた。 
ARC と PLC の選択は、2014 年農業法実施中一度しかなく、選択したのちはもう一方のプログラ

ムに切り替えることはできない。しかし、農家が数年先の農産物価格を予測することは困難であり、

ARC の支払額の予測可能性が低いことを問題視する指摘もあった。 
他方で、今回のヒアリング調査の範囲内では、近年の農産物価格の下落とそれによるARC発動価

格の低下という状況を踏まえても、ARCへの選択を後悔している農家が多いとの指摘は聞かれなか

った。基準価格は低下しているものの、プログラム実施後 1 年目、2 年目は多くの支払いを得られ

たのであり、少なくとも短期的に収入を確保したいと考える農家にとってARCの選択を不利なもの

ではなかったという。結局のところ、プログラム導入後すぐに支払いを受けるか、それともしばら

く期間が経過してから支払いを得るかという支払いを受けるタイミングの問題に過ぎない。ある農

業団体では加盟農家に不足払いか収入保障か 27のいずれのプログラムを希望するかという意見収集

を実施したところ、依然として収入保障を選択する農家が多かったという。基準価格の低下により、

ARCの選択を後悔する農家も一定数は存在し、ARCへの信頼性が低下する一方でPLCへの信頼性が

高まった面はあるものの、全体としてみると選択を後悔する農家は少なく、仮に改めて選択の機会

が与えられても、ARCを選択する農家が多いのではないかとのことであった。 
ただし、次期農業法で ARC を維持するにしても、現状のプログラムでは基準価格の低下が避け

られないため、基準価格を引き上げられるような制度設計（たとえば、オリンピック平均の算出対

象期間を 5 年ではなく 10 年に拡大して、高騰時の農産物価格を計算に含められるようにする等）

が必要との指摘がなされた。 
 

 DMPP／DPDP の実施状況 1.4.

(1) DMPP／DPDP の利用状況とその背景（保証利幅別、州・地域別） 

① 酪農マージン保護計画の概要 

利幅保護プログラム（DMPP）は、生乳所得損失補償契約（MILC）に代わって導入された制度で、

酪農利幅（MPP マージン：全国平均牛乳販売価格－全国平均飼料コスト）の保証水準（カバーレベ

ル）が 4 ドル/100 ポンドから 8 ドルまで 0.5 ドル刻みで設定され、生産量に乗じる保証率（カバー

率）も 25%から 90%へと 5%刻みで設定されている。2 か月間の平均 MPP マージンが保証水準を下

回った場合、生産者（酪農経営体：dairy operation）は支払いを受けられる。支払額は下記の計算方

法によって算出される。 
 

 （保証水準－2 か月平均のMPPマージン）×保証率×過去 3 年間のうちの最高の生産量（また

は、直近 2 か月間の牛乳生産量のいずれか少ない方）×1/628 
 
DMPPでは、生産者が政府に管理料として年間 100 ドルを支払ったうえで、保証水準に応じた掛

け金を政府に納める。USDAによると、2016 年 6 月 30 日現在、米国の認定酪農経営体 29は 45,344
                                                      
27 PLC か ARC かという質問でないことに注意。不足払いか収入保障かというより抽象度の高い聞き方で行われた。 
28 たとえば、基準生産量が 300 万ポンド（30000cwt）で、保護水準を 7 ドルにして、カバー率を 50%に設定したとす

る。実際の 2 か月平均のマージンが 5 ドルだった場合、5 ドルは保護水準の 7 ドルを下回るため DMPP による支払いが

なされる。支払額は、（7 ドル（保護水準）－5 ドル（2 か月の平均マージン））×0.5（保証率）×30,000（基準生産量）

×1/6＝5000 ドルとなる。USDA, “2014 Farm Bill Fact Sheet,” June 2015, p.3, 
http://www.fsa.usda.gov/Internet/FSA_File/mpp_dairy.pdf. 
29 酪農経営体（dairy operation）とは、単一の酪農経営として牛乳を生産し販売する一人または一人以上の生産者を指

http://www.fsa.usda.gov/Internet/FSA_File/mpp_dairy.pdf
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で、うちDMPPに登録した経営体数は 25,966 となっている 30。 
 

② 乳製品寄贈プログラム（Dairy Product Donation Program） 

乳製品寄贈プログラム（Dairy Product Donation Program: DPDP）は、低マージン時における生産

者への支援を目的とする制度である。前 2 カ月間のマージン（MPP マージン）が 4 ドル以下になっ

た場合に、USDA は乳製品を買い入れる活動を始める。2014 年農業法導入以来、MPP マージンは 4
ドルを下回っていないため、本報告書では割愛する。 

 

(2) DMPP の実施状況 

USDA が 2016 年 7 月 6 日に発表した DMPP の登録状況を見ると、2016 年は保証水準を 4 ドルで

設定した生産者が多いことが読み取れる。2015 年は生産者のうち保証水準を 4 ドルにしたのは 4
割程度であるのに対して、2016 年は約 8 割が 4 ドルに設定している。保証水準を 6.5 ドル以上の比

較的高めに設定する生産者の割合は 2015 年から 2016 年にかけて大幅に減少している。これは、2015
年の MPP マージンが 7.5 ドル以上であったことによると考えられるが、後述するとおり 2016 年 5/6
月の MPP マージンは 5.76 ドルとなり（図表 16 参照）、2017 年の MPP 保証水準の選択に影響を与

える可能性がある（2017 年 3 月 10 日現在、2017 年の保証水準選択状況は未発表）。 
 

図表 13 DMPP 保証水準選択状況の比較（2015-2016 年） 

 
出所：USDA, “ Dairy farmers shifted to catastrophic coverage under the MPP-Dairy Program in 2016,” 6 
July, 2016, 
 http://www.ers.usda.gov/data-products/chart-gallery/detail.aspx?chartId=59812&ref=collection.  

 

                                                                                                                                                                                
す。複数の酪農経営体の経営も可能であるが、その場合には、経営として明確に分離されている必要がある。認定酪農経

営体（dairy operations licensed）とは、牛乳販売を認可された酪農経営体を指す。服部『アメリカ 2014 年農業法―収

入保障・不足支払い・収入保険の 3 層構造―』77 頁。 
30 USDA, “ Dairy Operations Establishing Production History for 2014, 2015, and 2016 Margin Protection Program 
(MPP),” 30 June, 2016, 
http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Price-Support/Excel/MPP/Table%201.pdf. 

http://www.ers.usda.gov/data-products/chart-gallery/detail.aspx?chartId=59812&ref=collection
http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Price-Support/Excel/MPP/Table%201.pdf
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図表 14 保証水準別の参加生産者内訳（州別、2016 年 6 月 30 日現在） 
州 4 ドル 4.5 ドル 5 ドル 5.5 ドル 6 ドル 6.5 ドル 7 ドル 7.5 ドル 8 ドル 合計 

アラバマ 17         2       19 
アラスカ 2                 2 
アリゾナ 90                 90 
アーカンソー 49   2 1 3 3       58 
カリフォルニア 1,143 3 12 5 13 3   1 1 1,181 
コロラド 70   2 1 14 4       91 
コネティカット 79       5 9       93 
デラウェア 19         1       20 
フロリダ 75   1   4         80 
ジョージア 148       8 3   2   161 
ハワイ 1                 1 
アイダホ 331   3 5 17 9   3   368 
イリノイ 376 3 15 7 56 88 8 9 4 566 
インディアナ 344 3 4 6 41 38 3 3 13 455 
アイオワ 667 3 18 17 111 156 14 29 5 1,020 
カンザス 129 1 13 4 20 35 4 2 2 210 
ケンタッキー 283   2   27 14 5 4 2 337 
ルイジアナ 67     1 8 2   1   79 
メイン 193 1   4 8 5       211 
メリーランド 190   1 1 12 5   2   211 
マサチューセッ

ツ 
83     1 11 10 1 1   107 

ミシガン 973 5 18 11 60 51 4 5 8 1,135 
ミネソタ 1,729 17 56 40 308 600 31 42 18 2,841 
ミシシッピ 56     1 3 4 1   2 67 
ミズーリ 329 3 11 13 75 130 22 29 7 619 
モンタナ 49       5 3   1   58 
ネブラスカ 114 3 4 3 23 19 2 1   169 
ネバダ 22                 22 
ニューハンプシ

ャー 
63       4 5       72 

ニュージャージ

ー 
41   1     1 1   2 46 

ニューメキシコ 133   2   1       1 137 
ニューヨーク 2,198 14 40 23 75 84 5 6 10 2,455 
ノースカロライ

ナ 
158       4 8   4 2 176 

ノースダコタ 52       7 9 2     70 
オハイオ 865 6 20 10 66 55 3 10 5 1,040 
オクラホマ 80 1 4   8 9 2 2 1 107 
オレゴン 141 2 1 1 2 3   1   151 
ペンシルバニア 1,717 8 47 37 187 150 7 16 9 2,178 
プエルトリコ 39       1 1       41 
ロードアイラン

ド 
8     1   1       10 

サウスカロライ

ナ 
24   1 1   1   2   29 

サウスダコタ 127   3 6 37 45 4 4 2 228 
テネシー 246   3 2 5 3       259 
テキサス 304   10 5 35 15 2 2 2 375 
ユタ 164     1 4 13     1 183 
ヴァージニア 527 1   4 18 15   1   566 
ヴァージニア 299 4 6 1 23 23 1 4 2 363 
ワシントン 253   5 4 17 11 2     292 
ウェストヴァー

ジニア 
22   1   4 1       28 

ウィスコンシン 4,770 30 175 140 661 660 45 49 50 6,580 
ワイオミング 5   1             6 
合計 19,864 108 482 357 1,991 2,307 169 236 149 25,663 
合計（割合） 77% 0% 2% 1% 8% 9% 1% 1% 1%   

出所：USDA, “MPP-Dairy Count of operations by coverage level,” 
 http://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/Dairy-MPP/index. 

http://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/Dairy-MPP/index
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図表 15 DMPP 登録酪農経営体の基準生産量（2016 年 6 月 30 日現在、単位：ポンド） 
州 $4.00 $4.50 $5.00 $5.50 $6.00 $6.50 $7.00 $7.50 $8.00 合計生産量 

アラバマ 63,120,528         6,602,877       69,723,405 
アラスカ 3,084,346                 3,084,346 
アリゾナ 4,614,015,350                 4,614,015,350 
アーカンソー 78,767,642   4,274,262 5,332,907 2,096,036 3,680,532       94,151,379 
カリフォルニア 35,986,428,245 41,275,939 524,035,274 122,170,886 695,797,970 59,855,811   8,473,383 3,025,729 37,441,063,237 
コロラド 2,272,616,366   48,515,188 13,369,915 697,228,763 103,476,725       3,135,206,957 
コネティカット 292,763,742       10,015,765 39,913,965       342,693,472 
デラウェア 80,251,537         2,440,550       82,692,087 
フロリダ 1,673,076,197   7,795,116   280,434,939         1,961,306,252 
ジョージア 791,598,863       416,491,284 9,926,205   2,739,259   1,220,755,611 
ハワイ 18,577,849                 18,577,849 
アイダホ 14,096,345,847   158,480,391 35,548,244 288,097,041 33,038,858   24,247,698   14,635,758,079 
イリノイ 1,315,784,060 6,298,331 36,820,673 14,482,078 108,521,398 213,940,193 20,044,887 22,557,719 10,096,057 1,748,545,396 
インディアナ 2,696,242,701 4,109,423 5,275,272 8,075,078 91,184,161 142,194,423 5,011,256 3,112,997 23,681,076 2,978,886,387 
アイオワ 3,509,573,809 5,139,597 29,162,625 74,129,975 345,457,373 430,555,127 33,349,535 66,381,526 3,715,892 4,497,465,459 
カンザス 1,959,523,377 1,858,656 887,605,434 3,000,044 251,013,912 67,986,304 5,819,648 5,401,317 3,899,244 3,186,107,936 
ケンタッキー 625,309,795   1,050,506   31,131,050 18,606,954 6,224,594 4,662,987 1,416,955 688,402,841 
ルイジアナ 141,823,159     488,890 14,579,820 7,382,106   1,588,116   165,862,091 
メイン 550,793,643 656,212   6,450,556 9,742,472 5,076,139       572,719,022 
メリーランド 559,564,636   2,343,339 1,958,597 24,088,709 5,454,233   3,456,197   596,865,711 
マサチューセッツ 168,415,240     473,748 41,317,240 16,801,189 433,606 1,382,674   228,823,697 
ミシガン 7,084,124,453 31,106,265 93,802,436 44,863,138 143,963,375 122,485,374 7,062,270 18,660,428 10,612,353 7,556,680,092 
ミネソタ 5,477,389,177 14,241,309 128,262,347 69,423,717 1,766,593,142 1,305,495,737 63,797,282 94,215,867 36,580,879 8,955,999,457 
ミシシッピ 120,300,906     674,012 5,810,812 5,161,117 2,879,647   2,935,684 137,762,178 
ミズーリ 555,065,843 7,229,953 11,404,186 11,955,897 110,732,403 222,807,331 26,503,596 43,626,678 10,679,418 1,000,005,305 
モンタナ 254,534,811       27,763,777 6,134,320   3,462,464   291,895,372 
ネブラスカ 1,172,353,213 10,078,292 5,149,433 5,774,976 128,008,575 49,218,674 2,166,576 2,148,864   1,374,898,603 
ネバダ 827,863,090                 827,863,090 
ニューハンプシャー 176,954,699       3,789,360 10,697,661       191,441,720 
ニュージャージー 86,906,610   1,425,217     979,674 707,968   1,131,725 91,151,194 
ニューメキシコ 7,760,150,380   143,866,296   3,187,934       14,188,086 7,921,392,696 
ニューヨーク 9,470,576,287 31,211,379 116,800,705 25,629,049 188,516,018 325,650,479 3,248,724 11,932,802 15,929,443 10,189,494,886 
ノースカロライナ 840,631,124       3,828,099 25,699,236   20,416,268 15,994,354 906,569,081 
ノースダコタ 249,028,065       11,059,726 17,988,954 3,060,794     281,137,539 
オハイオ 3,639,586,825 33,184,983 54,383,576 15,448,895 164,308,353 131,652,076 5,053,288 31,287,933 12,392,986 4,087,298,915 
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州 $4.00 $4.50 $5.00 $5.50 $6.00 $6.50 $7.00 $7.50 $8.00 合計生産量 
オクラホマ 521,246,737 1,149,593 6,343,230   12,694,293 17,169,626 1,077,719 2,325,768 649,972 562,656,938 
オレゴン 2,110,332,959 31,659,442 52,554,500 50,882,975 5,647,131 19,322,601   1,723,630   2,272,123,238 
ペンシルバニア 4,445,019,186 12,099,506 69,256,874 48,623,767 471,902,187 406,888,458 8,520,457 26,399,040 22,541,306 5,511,250,781 
プエルトリコ 92,781,103       2,202,998 2,103,091       97,087,192 
ロードアイランド 11,225,441     607,068   873,088       12,705,597 
サウスカロライナ 85,710,109   1,205,514 3,009,126   1,252,048   11,732,046   102,908,843 
サウスダコタ 1,262,440,055   95,962,295 15,342,387 762,761,709 94,576,825 7,881,972 9,571,160 3,485,552 2,252,021,955 
テネシー 650,905,342   5,181,881 3,824,887 8,860,365 2,721,944       671,494,419 
テキサス 6,927,626,749   549,186,821 74,136,009 1,816,735,104 226,990,886 9,718,615 13,647,432 4,845,668 9,622,887,284 
ユタ 1,863,433,738     3,457,791 17,377,235 40,089,530     564,864 1,924,923,158 
ヴァージニア 1,821,254,725 1,256,856   12,730,978 19,273,629 17,984,147   1,109,219   1,873,609,554 
ヴァージニア 1,113,261,599 5,118,192 18,490,027 2,533,040 68,747,152 57,946,266 807,965 10,027,201 12,591,082 1,289,522,524 
ワシントン 4,871,095,879   116,576,421 36,824,511 153,308,633 59,610,307 5,264,411     5,242,680,162 
ウェストヴァージニ

ア 
63,216,346   777,635   10,095,208 1,491,546       75,580,735 

ウィスコンシン 20,623,060,014 39,890,536 312,275,534 370,012,514 1,709,867,765 1,999,735,623 101,215,298 125,041,554 103,409,875 25,384,508,713 
ワイオミング 96,911,024   13,895,395             110,806,419 
合計 155,772,663,421 277,564,464 3,502,158,403 1,081,235,655 10,924,232,916 6,339,658,810 319,850,108 571,332,227 314,368,200 179,103,064,204 
合計【割合） 87.0% 0.2% 2.0% 0.6% 6.1% 3.5% 0.2% 0.3% 0.2%  

出所：USDA, “ Production History for Dairy Operations Enrolled in 2016 Margin Protection Program (MPP),” 30 June, 2016, 
 http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Price-Support/Excel/MPP/Table%203.pdf. 

http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Price-Support/Excel/MPP/Table%203.pdf
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① MPP マージンの推移と支出動向 

図表 16 は牛乳販売価格と飼料価格の動向と MPP マージンを示した表である。2 か月平均 MPP
マージンが 8 ドル未満で支払いが発動されるが、2016 年 5 月/6 月の 2 か月平均 MPP マージンは 5.76
ドルと DMPP 導入後で最も低い水準となった。 

これを受けて、USDAは 4852 の酪農経営体に対して合計 1120 万ドルを支払うと発表した 31。支

払いを受けられるのは保証水準を 6 ドル以上に設定していた酪農経営体である。DMPPに参加した

酪農経営体は 25,663 であるから、受給できたのはDMPPに参加する経営体数の 2 割弱となる。図表 
17 は州別の支払額を示しているが、最も多くの支払いは受けたのはウィスコンシン州で、1465 の

酪農経営体に対して 283 万ドルが支払われた。ミネソタ州、アイオワ州、テキサス州がそれに続く。 
MPPマージンが大きく低下した状況を受けて、農務長官のビルサックは、生産者に対して 5 月/6

月の状況を踏まえて 2017 年の保証水準を決定するよう促した 32。なお、2017 年の保証水準決定の

登録期限は2016年9月30日までであったが、USDAはこれを12月16日まで延長すると発表した 33。 
また、60 名の下院議員、全米生乳生産者連盟（NMPF）、ファームビューロー（AFB）はUSDAに

対して乳価を引き上げるためにチーズを買い上げるよう要求した 34。2016 年 8 月 23 日、USDAは、

11 万ポンドのチーズを民間の在庫から買い上げて全国のフードバンクに配分する計画を公表し

た 35。買い上げ額は 2000 万ドル規模で、本計画により栄養支援政策対象者への支援と過去 2 年で

35%下落した酪農家の収入回復、過去 30 年で最高水準にあるチーズの在庫削減になるとしている。 
なお、2016 年 7 月/8 月の MPP マージンは 8.42 ドルまで回復し、以降は 8 ドルを上回っている。 
 

                                                      
31 “ USDA Will Make $11.2 Million in Dairy MPP Payments,” Farm Jounral’s MILK, 4 August, 2016. 
32 Ibid.  
33 Jim Dickrell, “What a way to run a dairy program,” Dairy Herd, 3 September, 2016. 
34 Ibid.  
35 USDA, “ USDA to Purchase Surplus Cheese for Food Banks and Families in Need, Continue to Assist Dairy 
Producers,” News Release, 23 August, 2016, 
http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentid=2016/08/0181.xml&contentidonly=true. 

http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentid=2016/08/0181.xml&contentidonly=true
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図表 16 牛乳販売価格と飼料価格の動向と MPP マージン保証水準（2014 年 3 月－2017 年 1 月） 
月 支払期 とうもろ

こし（ドル

/ブッシェ

ル） 

アルファ

ルファ（ド

ル/トン） 

大豆油か

す（ドル/
トン） 

全牛乳価

格（ドル

/CWT） 

最終飼料

価格（ドル

/CWT） 

マージン

（全牛乳

価格－最

終飼料価

格） 

MPP マー

ジン 

2017 
1 月 1 3.40 128.00 332.34 18.90 7.84382 11.05618 － 

2016 
12 月 6 3.33 129.00 321.02 18.80 7.69922 11.10078 10.54246 
11 月 3.23 130 322.41 17.6 7.61586 9.98414 
10 月 5 3.29 135 323.27 16.6 7.75505 8.84495 9.16485 
9 月 3.22 137 337.95 17.3 7.81525 9.48475 
8 月 4 3.21 138 340.8 17.1 7.83917 9.26083 8.42515 
7 月 3.6 140 371.49 16.1  8.51053  7.58947 
6 月 3 3.82 142 408.57 14.8 9.04648 5.75351 5.76277 
5 月 3.68 147 376.35 14.5 8.72797 5.77202 
4 月 2 3.58 153 303.81 15 8.16972 6.83027 7.14868 
3 月 3.57 144 276.22 15.3 7.83291 7.467087 
2 月 1 3.57 142.00 273.61 15.70 7.78632 7.91367  8.00928 
1 月 3.66 147 279.56 16.1 7.99511 8.104886 

2015 
12 月 6 3.65 150  289.78 17.2 8.1006 9.099397 9.55705 
11 月 3.6 150 308.6 18.2 8.18529 10.01471   
10 月 5 3.67 156 327.97 17.7 8.48496 9.21504 9.08207 
9 月 3.68 157 333.62 17.5 8.55091 8.94909   
8 月 4 3.68 159 357.85 16.7 8.75641 7.9436 7.6951 
7 月 3.8 169 375.71 16.6 9.15341 7.44659   
6 月 3 3.58 178 335.03 16.9 8.7417 8.15831 7.99534 
5 月 3.62 192 320.23 16.7 8.86763 7.83237   
4 月 2 3.75 184 336.61 16.5 9.01788 7.48212 7.50415 
3 月 3.81 172 357.83 16.6 9.07382 7.52618   
2 月 1 3.79 172 370.38  16.8 9.14461 7.6554 7.99554 
1 月 3.81 174 380.02 17.6 9.26432 8.33569   

2014 
12 月 6 3.78  183 431.73  20.40  9.7355 10.6645 12.02943 
11 月 3.58 184 441.39 23 9.60564 13.39436   
10 月 5 3.56 194 381.5 24.9 9.28099 15.61901 15.51136 
9 月 3.48 197 525.72 25.7 10.29629 15.40371   
8 月 4 3.63 209 490.3 24.1 10.36142 13.73858 13.21061 
7 月 4.05 216 450.79 23.3 10.61731 12.68265   
6 月 3 4.49 222 501.72 23.2 11.54591 11.65409 11.95747 
5 月 4.71 224 519.38 24.2 11.93913 12.26087   
4 月 2 4.71 206 514.01 25.3 11.65306 13.64694 13.87422 
3 月 4.51 191 495.71 25.2 11.0985 14.1015   

出所：USDA, “Margin Protection Program (MPP) Calculations,”  
https://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/Dairy-MPP/index. 

 
図表 17 は 2016 年 5-6 月の州別 MPP 支払額を示している。上述のとおり、最も支払いを受ける

州はウィスコンシン州で、1465 の酪農経営体に 283 万ドルが支払われた。同州とミネソタ州で全体

の 4 割強が支払われている。州の支払額を経営体数で除して経営体当たりの平均受給額を算出する

と、フロリダ州が最も大きく、一経営体当たり平均で 23,251 ドルとなり、コロラド州、カリフォル

ニア州、テキサス州、ジョージア州がこれに続く。 
 

https://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/Dairy-MPP/index
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図表 17 MPP 受給額（2016 年 5-6 月、単位：ドル） 
州 受給額 経営体数 経営体当たり平均受

給額 
アラバマ 4,831 2 2,416 
アーカンソー 3,736 6 623 
カリフォルニア 305,167 18 16,954 
コロラド 314,204 18 17,456 
コネティカット 43,366 14 3,098 
デラウェア 2,236 1 2,236 
フロリダ 93,005 4 23,251 
ジョージア 151,267 13 11,636 
アイダホ 147,921 29 5,101 
イリノイ 351,796 165 2,132 
インディアナ 190,870 98 1,948 
アイオワ 711,528 315 2,259 
カンザス 156,605 63 2,486 
ケンタッキー 55,843 52 1,074 
ルイジアナ 12,370 11 1,125 
メイン 8,463 13 651 
メリーランド 19,073 19 1,004 
マサチューセッツ 35,127 23 1,527 
ミシガン 209,381 128 1,636 
ミネソタ 2,164,218 999 2,166 
ミシシッピ 16,168 10 1,617 
ミズーリ 425,231 263 1,617 
モンタナ 21,604 9 2,400 
ネブラスカ 82,691 45 1,838 
ニューハンプシャー 9,732 9 1,081 
ニュージャージー 5,774 4 1,444 
ニューメキシコ 13,384 2 6,692 
ニューヨーク 403,859 180 2,244 
ノースカロライナ 85,738 18 4,763 
ノースダコタ 25,628 18 1,424 
オハイオ 263,013 139 1,892 
オクラホマ 30,096 22 1,368 
オレゴン 15,408 6 2,568 
ペンシルバニア 586,075 369 1,588 
プエルトリコ 1,815 2 908 
ロードアイランド 899 1 899 
サウスカロライナ 16,833 3 5,611 
サウスダコタ 376,031 92 4,087 
テネシー 5,744 8 718 
テキサス 684,133 56 12,217 
ユタ 42,701 18 2,372 
バーモント 26,354 34 775 
ヴァージニア 130,001 53 2,453 
ワシントン 83,729 30 2,791 
ウェストヴァージニア 3,852 5 770 
ウィスコンシン 2,832,010 1,465 1,933 
合計 11,169,506 4,852 2,302 

出所：USDA FSA,  
http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/MPP-Dairy/2016%20MPP%20May-June%
20payments%20by%20state.pdf. 

 

http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/MPP-Dairy/2016%20MPP%20May-June%20payments%20by%20state.pdf
http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/MPP-Dairy/2016%20MPP%20May-June%20payments%20by%20state.pdf
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(3) DMPP に関する評価と問題点 

① 支払額の地域間格差とセーフティネットとしての有効性 

図表 17 のとおり、MPP支払額は州ごとで大きく異なるが、地域間での支払格差について、コネ

ティカット州や北部州の生産者がMPPは中西部や西部の州の大規模生産者に有利な制度であると

の不満を抱いているとする指摘もある 36。MPPマージンの算出に用いられる乳価および飼料代は全

国平均の値が使用されるが、コネティカット州の飼料代は西部州よりも高値であり、結果的に不利

になっているという不満につながっている。 
また、マージン算出の基礎となる飼料コストの計算方法の妥当性に疑問の声が上がっており、

MPPマージンが 5.76 ドルとなった 2016 年 5 月/6 月には 4852 の酪農経営体に対して 1120 万ドルが

政府より支払われたが、一経営体当たりの平均受給額は約 2300 ドルに過ぎず、生産者の経営を保

証するには十分とはいえないとされる 37。また、支払いを受けられた生産者は参加経営体数の 2 割

弱にとどまっており、セーフティネットとしての有効性も問われかねない。 
低受給額および受給生産者の少なさといった問題により、酪農業界は 2014 年農業法の保障メカ

ニズムに不満を抱いており、たとえば、ファームビューローのシニアディレクターのサッチャー氏

（Mary Kay Thatcher）は、2014 年農業法の保障メカニズムは価格の下落に対応できないと批判した

うえで、2018 年農業法制定に向けて生産者が自身の立場を訴えるべきと主張している 38。 
 

② その他 

DMPP では生産者が保証水準を自由に選択できるため、生産者の選択によっては政府のコストが

大幅に増大するリスクを伴う。また、DMPP によって牛乳生産量が増大すると、それに伴い牛乳価

格は下落し、ひいては牛乳販売価格から飼料コストを差し引いた MPP マージンの低下がもたらさ

れる。そのため、生産者が十分に牛乳生産量を減らさないと、低 MPP マージンの期間が延びるお

それがある。 
また、生産者が毎年保証水準を調整できるとはいっても、調整は過去の生産割合とMPPマージン

のみにひもづけられているため、家畜の飼育頭数に大幅な変化があったとしても過去の生産量を調

整することができないとの指摘もある 39。 
 

(4) DMPP に対する主要農業団体の評価 

以下、2017 年 1 月に実施した聞き取り調査をもとに主要農業団体の DMPP に対する評価をまと

める。 
上述のとおり、低マージン時でも支払いを受けられる生産者数が少ないという問題を DMPP は抱

えているが、ある農業団体によると、このような問題の発生は事前に予測されたとする。その農業

団体によれば、2014 年農業法の策定過程において MPP の素案を作成している際に、飼料コストの

計算公式を作成したが、予算の制約により飼料コストが低めに計算されるように修正されてしまっ

たという。それゆえ、2016 年 5 月/6 月に MPP マージンが 5.76 ドルとなったにもかかわらず、支払

いを受けられる生産者が少なかったが、制度設計過程で飼料コストが低めに計算されるように修正

されていたため、そのような問題がいずれ発生することは事前に予測できた。 
それでも 2014 年と 2015 年は MPP マージンが 8 ドルを下回ることは少なく、また下回った場合

でもその下落幅は小さかったため、DMPP はほとんど発動されることはなかった。そのため、2016
年は多くの生産者が 4 ドルの保証水準を選択したと考えられる。ヒアリングを実施した 2017 年 1
月時点では 2017 年の保証水準の選択状況は明らかとなっていないが、2016 年 5/6 月の MPP マージ

ンの下落は生産者の 2017 年の選択に影響を与え、4 ドルよりも高い保証水準を選択した生産者が増

える可能性はあるという。 

                                                      
36 “Dairy Farmers Hopeful Despite Difficult Economy,” Hartford Courant, 3 January, 2017. 
37 Paul Neiffer, “The Farm CPA,” AG Web, 7 August, 2016. 
38 “ Ag Groups to Prepare Ideas Before New Farm Bill,” AG Web, 9 September, 2016. 
39 James M. MacDonald, Jerry Cessna, and Roberto Mosheim, “ Changing Structure, Financial Risks, and 
Government Policy for the U.S. Dairy Industry: A report summary form the Economic Research Service,” 
USDA/ERS, March 2016. 
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支払額の地域間格差とそれへの対策についてはヒアリングした農業団体で意見が分かれた。ある

農業団体は、飼料コストが低めに算出される点に生産者の間で不満があり、算出する基準も地域ご

とにすべきとする。東部州と西部州ではコストや生乳価格に差があるため、全国平均では飼料コス

トが全国平均よりも高い地域から不満が生じる。DMPP は保険に類似したプログラムだが、MILC
では生乳価格が目標価格に届かなかった場合、政府が差額の一定割合を補填し、生産者は費用負担

の必要がなかったが、DMPP は生産者が保険料負担をしなくてはならない点で前制度と大きく異な

っている。生産者は保険料を支払う仕組みに慣れておらず、また、保険料は掛け捨てなので、支払

いがなくても払い戻しを受けられない点も不満であるという。 
他方、別の農業団体は、地域間格差の問題とプログラムに不満を抱く農家が存在することを認め

つつも、DMPP それ自体は優れたプログラムと評価する。飼料コストや乳製品価格が地域によって

異なるため、その農業団体も地域レベルの価格やコストを MPP マージン算出に用いるべきという

意見があることは把握しているが、DMPP は全国平均をもとにマージンを算出することを前提に設

計された制度であり、地域レベルでの算出方法に変更すると保証水準等も地域ごとに設定する必要

性が生じかねず、結果として地域間の不公平を生むおそれがある。州レベルなどの地域レベルのデ

ータを用いても多くの生産者にとっては利益をならず、プログラムの根幹を変えなければならない

ため、その団体はMPPマージン算出に地域レベルのデータを用いることには否定的であるという。 
次期農業法については、2014 年農業法でプログラムを MILC から MPP に大転換しているため、

次期農業法で再度プログラムを根本的に変えるというよりは、プログラムの改善を目指す意向であ

るとする。また、MPP 算出のデータに関しては、全国レベルのデータにも問題があり、地域レベル

のデータも使用すべきでないとしても、代わりにいかなる計算方法やデータ使用が望ましいかにつ

いては現在検討中とのことである。 
 

 収入保険／収量保険／SCO の実施状況 1.5.

(1) 作物保険の概要 

米国の作物保険（crop insurance）は任意加入である。作物保険は収量保険と収入保険に大別でき

る。作物保険を管理・運営するのは USDA のリスク管理局（RMA）と連邦作物保険公社（FCIC）
であり、民間の保険会社 18 社が保険を販売している。政府は助成金をそれら民間保険会社に支払

っている。作物保険の概要は下記のとおりである。 
 

図表 18 作物保険の対象 
 保険対象リスク 保険対象農作物等 

収量保険 自然災害等による収量の減少。 
干ばつ、凍霜害、湿潤害、暴風雨、洪水、

病害、虫害、獣害、火災、噴火等 

穀物・油糧種子、果樹、野菜、工芸作物、

牧草、養蜂、養殖等 

収入保険 上記自然災害等による収量の減少、価格

の低下のいずれか、または、その両方に

よる収入の減少 

【作物別】 
 とうもろこし、ソルガム、小麦、コ

メ、大豆、菜種、ヒマワリ、綿花、

ポップコーン・豆類 
 果樹（チェリー、イチゴ、かんきつ

類など） 
【経営単位】 
 すべての農産物（家畜・畜産物を含

む） 
出所：吉井邦恒『アメリカ 2014 年農業法の実施状況―農業経営安定対策を中心として―』農林水産政

策研究所、2016 年、29 頁。 
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米国の作物保険制度は 1938 年に設立されたが、当初は小麦のみを対象としていた 40。1990 年代

前半までは農家の作物保険加入率は低かったが、1994 年に連邦作物保険改革法によって作物保険制

度が改革されると、作物保険が拡大し、作物保険の加入面積はゆるやかに増加していった 41。 
図表 19 は、主要農産物（とうもろこし、綿花、落花生、コメ、大豆、小麦）における作物保険

加入面積の推移を示している。1996 年農業法の制定により、価格変動リスクへの対応策として収入

保険が導入されると 42、徐々に収入保険の加入面積が増加し、2016 年は作物保険加入面積の約 9 割

を収入保険が占めている。 
収入保険の利用が拡大した背景であるが、2000 年代後半に農産物価格と生産費が高水準となって

価格変動対応型支払（CCP）の目標価格を常に上回るようになりCCPが十分に機能しなくなったこ

とに加えて、農産物の短期的な価格変動が拡大したことがある 43。また、融資先農家がCCPでは収

入変動リスクをコントロールできないことに対して金融機関が関心を持ったことも要因である。 
 

図表 19 主要農産物における作物保険加入面積の推移 

 
※とうもろこし、綿花、落花生、コメ、大豆、小麦の合計 
出所：USDA/RMA, Summary of Business（http://prodwebnlb.rma.usda.gov/apps/SummaryOfBusiness）より作

成。 

 
収入保険の 1994 年以降の保証水準別加入面積の割合推移をみると、当初は 60%台が加入面積の

約 7 割を占めていたが、徐々に高い保証水準の割合が増加し、2016 年は保証水準 70%以上の割合

が保険加入面積の 8 割を超えている。高い保証水準の選択が高まった背景としては、2000 年に導入

された農業リスク保護法により、農家がより保証水準の高い作物保険への加入を促進するため、補

助金水準が引き上げられたことが一因と考えられる 44。 
 

                                                      
40 手塚眞「米国農業政策と直接支払の廃止―2014 年農業法下のデカップリングのゆくえ―」『東京経大学会誌』第 285
号、2015 年、14 頁。 
41 同上、15 頁；清水徹朗「農業共済の現状と収入保険導入を課題」『農林金融』2016 年 10 月号、12 頁。 
42 清水徹朗「農業共済の現状と収入保険導入を課題」『農林金融』2016 年 10 月号、13 頁。 
43 平澤明彦「米国 2014 年農業法の農業所得安定化政策―緊縮財政下で進む農産物の高値への適応―」『農林金融』2014
年 12 月号、6-7 頁。 
44 手塚「米国農業政策と直接支払の廃止―2014 年農業法下のデカップリングのゆくえ―」15 頁。 

http://prodwebnlb.rma.usda.gov/apps/SummaryOfBusiness
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図表 20 主要農産物における保証水準別の加入面積の割合（収入保険） 

 
※とうもろこし、綿花、落花生、コメ、大豆、小麦の合計 
出所：USDA/RMA, Summary of Business（http://prodwebnlb.rma.usda.gov/apps/SummaryOfBusiness）
より作成。 

 
2014 年農業法では、所得保障を補完するものとして、補足的カバーオプション（SCO）が導入さ

れた。これは、収入（保険設計上の期待収入、または期待収量）の 86％までを保障する保険である。

SCOは単収・収入のいずれかの保険であり、既存の保険商品との併用が必須となっている 45。保険

料補助は 65％で保険料補助の平均 62％よりやや高い。 
PLCはSCOと併用可であるが、保険ではないものの機能がSCOに類似しているARC（保障率も

86％で同じ）とは機能の重複を避けるために併用ができない。SCOは、2015 年産の農産物から実施

に移された。PLCを用いるとみられるコメ農家はSCOを評価した 46。事実、後述するとおり、コメ

は他の農産物に比較してSCOへの加入率が高くなっている。 
 

(2) 収入保険／収量保険／SCO の利用状況とその要因（品目別、保証水準別、州・地域別） 

① 各種保険の利用状況 

RMAのニュースリリースによると、2016 年現在、作物保険プログラムは、543 品目に対して

118,000 の補償種類（coverage option）を有する。この補償種類の数字は 2009 年時点の 64,000 の約

2 倍とされる 47。保険債務（insurance liability）は、2009 年に 795 億ドルであったが、同期間で 1024
億ドルまで拡大している。 

RMAは主要作物の作付面積の 85％が作物保険によってカバーされていると見積もっており、作

物保険によってカバーされているエーカー数は 2009 年の 2 億 6470 万エーカーから 2015 年に 2 億

9700 万エーカーに増加した。果物、野菜、その他特殊作物（specialty crops）については、同期間で

770 万エーカーから 830 万エーカーに増加している 48。 

                                                      
45 平澤「米国 2014 年農業法の農業所得安定化政策―緊縮財政下で進む農産物の高値への適応―」15 頁。 
46 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング『海外農業・貿易事情調査分析（米州）』25 頁。 
47 USDA/RMA,“ USDA Builds on Record of Crop Insurance Success for America’s Farmers and Ranchers,” News 
Release, No. RMA-16-075, 7 July, 2016, http://www.rma.usda.gov/news/2016/07/cropinsurance.pdf. 
48 Ibid.  

http://prodwebnlb.rma.usda.gov/apps/SummaryOfBusiness
http://www.rma.usda.gov/news/2016/07/cropinsurance.pdf
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2014 年農業法のもと、SCOや収穫除外過去実績生産保険（APH Yield Exclusion）といった新たな

保険手法が導入され、RMAの予備的調査によれば 2016 年には 1000 近い保険契約者が後者を利用し

ているとされる 49。 
2015 年には総農場収入保証保険（Whole-Farm Revenue Protection: WFRP）が導入されるなど、RMA

は作物保険のオプションを拡大している 50。保険に加入する有機農家のエーカー数は 2009 年の

576,700 エーカーから 2015 年には 100 万エーカーまで約 2 倍に増加している。 
 

図表 21 各種保険制度の概要 
 名称 概要 

収

量

保

険 

大災害作物保険（Catastrophic Crop Insurance: 
CAT） 

通常年（過去 4-10 年）の平均単収の 50％を下

回った場合、下回った分について予想市場価

格の 55％を支払う。保険料は全額政府が負担

するが、加入する作物ごとに 300 ドルの手数

料を支払う。 
過去実績生産保険（Actual Production History: 
APH） 

CAT では不十分だと感じる農業者に対して上

乗せの保証（50-85％）を行う保険。保証価格

は期待予想価格（FCIC が決定）の 55-100%の

範囲で加入者が選択し、選択した条件に応じ

た保険料を支払う。 
収量保証保険（Yield Protection: YP） 基本的仕組みは APH と同じ。適用される価格

は ARH と異なり作付前先物価格を使用 
地域収量保証保険（Area Yield Protection: AYP） 個々の農場の収量ではなく、郡ベースの収量

をもとに保証する作物保険 
収

入

保

険 

収入保証保険（Revenue Protection: RP） 単収低下と価格低下によって実際の販売収入

が収入保証額（基準単収×基準価格×保証率）

を下回った場合に、下回った分を補償。 
過去実績収入保証保険（ Actual Revenue 
History: ARH） 

果樹を対象に単収、価格、品質低下によって

実際の販売収入が過去の平均単収×保証水準

を下回った場合に補償。 
地域収入保証保険（Area Revenue Protection: 
ARP） 

AYP と同様に郡ベースの収入額をもとに収入

を保証 
総農場収入保証保険（Whole Farm Revenue 
Protection: WFRP） 

経営単位の農業収入が基準収入（過去の平均

収入×保証水準（50-85%））を下回った場合

に補償する収入保険。 
出所：清水徹朗「農業共済の現状と収入保険導入を課題」『農林金融』2016 年 10 月号、13 頁。 

 
図表 22 は、2016 年の主要農産物の作物保険加入面積を示している。コメを除くすべての農産物

で収入保険の加入面積が収量保険を上回っている。特にとうもろこし、綿花、大豆、小麦は 7 割以

上が収入保険に加入している。収量保険と収入保険を合計すると、すべての農産物で保険カバー率

が 8 割を超えている。 
 
 
 
 

                                                      
49 Ibid.  
50 Ibid.  
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図表 22 主要農産物の作物保険加入状況（2016 年、単位：1000 エーカー） 
  保険加入面積 

作 付

面積 

保険カバー率（%） 
  収量保険 収入保険 

合計   
AYP YP 

収量

保険

合計 
ARP ARPH

P RP RPHP
E 

収入

保険

合計 

収量

保険 
収入

保険 合計 

と う も

ろこし 
164 6,378 6,542 1,553 11 73,465 514 75,544 82,085 94,004 7.0 80.4 87.3 

綿花   1,789 1,789     7,606 7 7,613 9,402 10,075 17.8 75.6 93.3 
落花生   473 473     918 16 934 1,406 1,671 28.3 55.9 84.2 
コメ   1,695 1,695     971 68 1,039 2,733 3,150 53.8 33.0 86.8 
大豆 232 5,939 6,171 1,005 6 65,579 412 67,001 73,173 83,433 7.4 80.3 87.7 
小麦 9 5,358 5,367 18 1 37,222 165 37,406 42,774 50,154 10.7 74.6 85.3 

出所：USDA/RMA, Summary of Business（http://prodwebnlb.rma.usda.gov/apps/SummaryOfBusiness）
より作成。作付面積は、USDA/NASS（https://www.nass.usda.gov/Data_and_Statistics/）より。 

 
2015 年に導入された WFRP は、従来から導入されていた調整総収入保険（Adjusted Gross Revenue: 

AGR）等よりも充実した保証の提供を目的として導入された収入保険である。主な対象は、果樹・

野菜生産者、有機農産物生産者、多角化経営である。 
経営単位での農業収入全体を対象とする保険としては、1999年に導入された調整総収入保険AGR

と、2003 年に導入されたAGRの加入条件を一部簡素化したAGR-Liteがあった。AGRは、当該年度

の農業収入が収入保証額を下回った場合に、その差額の一定割合を保険金として支払う仕組みで、

保証水準は 65%、75%、80%、保険料補助率が 48~59%となっていた 51。2015 年からはAGRおよび

AGR-Liteに代わりWFRPが導入された。WFRPの概要は下記のとおりである。 
 

図表 23 WFRP の概要 
項目 概要 

対象者 継続する 5 年間の農業所得税申告書を提出できる者（新規農業者は 3 年間、その

他 4 年間でも可の場合あり） 
収入保証額が 850 万ドルを超えていないこと 
家畜・畜産物または種苗・施設栽培からの収入が 100 万ドルを超えていないこと 

対象収入 税申告書の農業収入から、収穫後価値増加分、補助金、農業保険金、起用労働収

入等を除いたもの 
対象リスク 保険期間に発生した避けられない自然災害や市場変動（価格低下）による収入の

低下 
基準収入 所得税申告書に基づく過去 5 年間の平均対象農業収入と農業経営報告に基づく当

年度の予想収入を比較して、小さい方の額 
平均対象農業収入を計算するとき、規模拡大等に応じて調整を行う 

収入保証額 基準収入に保証水準（50-85%）を乗じた額 
保険料 保険料率は加入者ごとに設定。保険料補助率は 56-80% 

出所：吉井邦恒『アメリカ 2014 年農業法の実施状況―農業経営安定対策を中心として―』農林水産政

策研究所、2016 年、34 頁。 

 
WFRPは、当該保険年度の農業収入としてカウントされるべき金額（算定収入額）が収入保証額

（基準収入額×保証水準）を下回った場合に、保険金が支払われ、保証水準は、50～85%の範囲内

で保険加入者が選択する 52。農家は当該保険年度の確定申告後 60 日以内に保険金を請求する（保

                                                      
51 吉井邦恒「アメリカの収入保険制度」星勉・吉井邦恒・鈴木宣弘・姜薈・石井圭一・安藤光義『農業収入保険を巡る

議論―我が国の水田農業を考える―』筑波書房、2015 年、13 頁。 
52 吉井邦恒『アメリカ 2014 年農業法の実施状況―農業経営安定対策を中心として―』農林水産政策研究所、2016 年、

35 頁 

http://prodwebnlb.rma.usda.gov/apps/SummaryOfBusiness
https://www.nass.usda.gov/Data_and_Statistics/
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険金の支払いは翌年の春以降）。保険金を算定するための損害評価は、ほ場に収穫物がない状態で

行われるため、書類による審査が中心となる 53。 
WFRPは、2015 年に 37 の州で利用可能となり、2016 年に全 50 州で利用可能となった。2015 年

から 2016 年にかけて加入証券数が 2 倍に伸びているが、これは利用可能州が増加したことが一因

と考えられる。もっとも、2016 年は加入証券数が 2000 件を超え、同種の保険であったAGRと

AGR-Liteの加入証券数を大きく上回るものの、米国の作物保険加入証券数全体からみればWFRPの
ウェイトは大きいとはいえない 54。 

 

図表 24 経営単位収入保険の加入証券数 

 
出所：USDA/RMA, Summary of Business 
（http://prodwebnlb.rma.usda.gov/apps/SummaryofBusiness/ReportGenerator）より作成。 

 

② SCO の利用状況 

SCOは 2015 年に大麦、とうもろこし、綿花、コメ、ソルガム、大豆、小麦で利用可能となり、

2016 年作物年度からは、アルファルファ、キャノーラ、野生コメ（cultivated wild rice）、乾燥えん

どう豆、飼料生産（forage production）、牧草種子（grass seed）、ハッカ、オーツ麦、たまねぎ、じゃ

がいも、ライ麦が一部の郡で対象に追加され、将来的には大麦や冬小麦が追加される予定となって

いる 55。 
図表 25 は SCO の加入面積と作付面積に占める割合を示している。2015 年と 2016 年の加入面積

比をみると、大麦と綿花を除いて多くの作物で加入面積が減少している。作付面積に占める割合を

みても、コメ以外の作物は 5%未満であり、コメにしても 2015 年は 22.2%だったのが、8.2%まで減

少している。特に加入率が低いのが、とうもろこしと綿花、大豆であるが、綿花は STAX があるこ

と、とうもろこしと大豆はカウンティ ARC に加入する農家が多く、ARC 加入者が SCO を利用でき

ないことが低加入率の一因と考えられる。 
 

                                                      
53 同上、36 頁 
54 吉井「アメリカの収入保険制度」19 頁。 
55 USDA/RMA, Supplemental Coverage Option (SCO), http://www.rma.usda.gov/news/currentissues/sco/.  

http://prodwebnlb.rma.usda.gov/apps/SummaryofBusiness/ReportGenerator
http://www.rma.usda.gov/news/currentissues/sco/
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図表 25 SCO 加入面積および作付面積に占める割合（単位：エーカー） 
  
  

総計 増減 作付面積 作付面積に占める割合（%） 
2015 2016 % 2015 2016 2015 2016 

大麦 35,552 46,512 30.8 3,623,000 3,052,000 1.0 1.5 
とうもろこし 280,852 280,238 -0.2 88,019,000 94,004,000 0.3 0.3 
綿花 6,773 9,311 37.5 8,580,500 10,074,500 0.1 0.1 
ソルガム 179,888 122,987 -31.6 8,459,000 6,690,000 2.1 1.8 
コメ 583,082 258,870 -55.6 2,625,000 3,150,000 22.2 8.2 
大豆 296,751 243,838 -17.8 82,650,000 83,433,000 0.4 0.3 
小麦 2,641,906 1,480,265 -44.0 54,999,000 50,154,000 4.8 3.0 
合計 4,024,804 2,442,021 -39.3         

出所：USDA/RMA, Summary of Business 
（http://prodwebnlb.rma.usda.gov/apps/SummaryofBusiness/ReportGenerator）より作成。 

 

③ 収入保険／収量保険／SCO の政府支出実績（品目別、保証水準別、州地域別） 

図表 26 は作物保険の政府保険料補助額の推移を示しているが、2000 年代に顕著に増加し、2011
年に過去最高の 74 億 6300 万ドルを記録している。 

作物保険別の支出状況をみると、収入保証保険が補助金額全体の約 8 割を占め、過去実績生産保

険が 1 割弱となっている（図表 27）。新たに導入された SCO および後述する STAX はともに全体

に占める割合は非常に小さい。 

図表 26 作物保険の保険料補助額の推移（単位：百万ドル） 

 
出所：USDA/RMA, Summary of Business 
（http://prodwebnlb.rma.usda.gov/apps/SummaryofBusiness/ReportGenerator）より作成。 

 

http://prodwebnlb.rma.usda.gov/apps/SummaryofBusiness/ReportGenerator
http://prodwebnlb.rma.usda.gov/apps/SummaryofBusiness/ReportGenerator
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図表 27 作物保険別の保険料補助額（単位：1000 ドル） 
保険 2015 2016 

補助金額 
全体に占める

割合 
補助金額 

全体に占める

割合 
RP 4,767,507 78.3  4,471,572 76.4 
APH 534,751 8.8  572,105 9.8 
YP 293,867 4.8  281,654 4.8 
STAX 76,348 1.3  73,663 1.3 
ARP 71,181 1.2  53,502 0.9 
WFRP 38,123 0.6  84,182 1.4 
SCO 22,462 0.4  19,100 0.3 
その他 282,077 4.6  299,044 5.1 
総計 6,086,315 － 5,854,822 － 

出所：USDA/RMA, Summary of Business 
（http://prodwebnlb.rma.usda.gov/apps/SummaryofBusiness/ReportGenerator）より作成。 

 

(3) 収入保険／収量保険／SCO に関する評価と問題点 

① SCO の低加入率 

図表 25 が示すとおり、2016 年の主要農産物の作付面積に占める割合は比較的高いコメでも 1 割

に満たない。農家は SCO のみにセーフティネットを依存しているわけではないが、低加入状況が

続くようであれば SCO のセーフティネットとしての存在意義が問われかねない。 
SCOを所管するUSDA/RMAは、SCOの普及を図るべくインターネットを通じた宣伝や保険会社が

SCOの仕組みを説明できるよう教育の場を設けるなどの活動をしているとのことであるが、2017
年 1 月現在、SCOの利用拡大を示すようなデータはないとしている 56。 

② 保険料補助率の正当化 

オハイオ州立大学のCarl Zulauf教授は、6 割を超える保険料補助率を客観的に正当化できる根拠

はないと指摘する 57。補助率は政治によって決定されるのであり、保険料補助プログラムが疑問視

されない限り保険料補助率が議論の俎上にのぼる可能性は少ないものの、客観的な指標によって根

拠づけられないかぎり、究極的にはプログラムの削減や廃止の危険性がある。2014 年農業法で直接

支払が廃止されたのもプログラムの正当化に失敗したためであり、プログラムへの支持を維持する

ためには補助率を正当化する何らかの根拠が必要となる。 
 

 STAX の実施状況 1.6.

(1) STAX の概要 

2014 年農業法では、2008 年農業法の固定支払い、価格変動対応型支払（CCP），平均作物収入・

選択支払い（ACRE）が廃止となった。そのかわりに、作物保険の一種である「積み上げ所得保障

計画」（Stacked Income Protection Plan：STAX）が導入された。これは、収入保険の一種であるが、

この保険は綿花に限った保険である。綿花のみを対象に STAX が設けられたのは、「アメリカの綿

花政策が WTO 協定に整合していない」という WTO 裁定への対応を目的にしているためである。 
STAXでは、期待収入の 10％から 30％以内の損失を補償する（期待収入の 70－90％を保障）。期

待収入（「期待価格」×「期待郡単収」）における期待価格については、「グループリスク所得保護

保険（GRIP）58」の期待価格、または、作物保険公社が提供する期待価格のいずれかを用いる。 
                                                      
56 USDA/RMA ヒアリング、2017 年 1 月。 
57 Carl Zulauf, “Why Crop Insurance Has Become an Issue,” farmdoc daily, 20 April, 2016. 
58 グループリスク所得保護保険：①基準収入は（全国農業統計局の設定する「カウンティ（郡）の平均単収」）ｘ（連邦

保険公社の設定する「収穫時の価格」）。②カウンティの当年の平均収入が基準収入を下回れば、補償支払いが行われ

る。③カバー率：基準収入の 90%まで。 

http://prodwebnlb.rma.usda.gov/apps/SummaryofBusiness/ReportGenerator
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期待郡単収については、作物保険公社の設定する郡単収、または、5 年オリンピック平均郡単収

のいずれか大きい方を用いる。｛郡の期待収入）－（郡の実収入）｝に差が生ずれば、その差が支払

われる。支払い保険料全体のうち政府が 80％負担する。生産者の負担は 20％にとどまる 59。 
 

(2) STAX の実施状況および課題 

2016 年のSTAX利用面積は 253 万エーカーであった 60。2016 年の綿花作付面積が 1007 万エーカ

ーであったから、STAX利用率は 25%程度にとどまっている（政府の補助金支出額については上記

図表 27 を参照）。2015 年も利用面積は作付面積の 3 割程度に過ぎなかったが、このように利用率

が伸びない要因としては、現行農業法が成立した 2014 年の夏に綿花価格が大幅に下落し、STAXが

導入された 2015 年以降は価格が横ばいとなり、作付前から半年前後の価格下落に対応することを

目的とされたSTAXでは 2014 年以来の値下がりへの補填にさほど貢献しなかったこと、新制度であ

るため農家に馴染みがなかったこと、保険料が高いといった点が指摘されている 61。 
 

(3) STAX および綿種子プログラムに対する主要農業団体の評価 

以下、2017 年 1 月に実施した聞き取り調査をもとに主要農業団体の STAX に対する評価をまとめ

る。 
STAX の加入率が低迷しているのは、同プログラムは 2014 年農業法で新設されたもので、浸透へ

の時間が不十分であり、新たなプログラムへの経験が足りないことが一因である。また、保険料負

担が重荷となっており、STAX では保険料の 80%を政府が補填するが、1 エーカー当たりの保険料

が少額であっても、数千エーカーともなれば大きな金額となり、経営が順調でなければ、たとえ政

府補助があっても追加的な保険料を払うインセンティブはないという。 
2015 年のプログラム導入時から綿花価格は低迷しており、今後も低迷が予測されれば保険に加入

するインセンティブがなくなるが、反対に綿花価格が上昇すれば STAX への加入率が高まるかもし

れないとのことである。綿花生産者としては政府補助率が 80%以上になれば歓迎するが、政府の財

政的な余裕を考慮すれば、補助率拡大は期待できない。このように問題のあるプログラムではある

が、STAX のコンセプト自体は支持しており、そのため次期農業法では STAX の廃止を求めるので

はなく、必要に応じて新プログラムの導入を求めるとの意見が聞かれた。 
STAX ではないが、綿繰費用分担プログラム（Cotton Ginning Cost Share）のようなアドホックな

助成も歓迎するものの、綿種子の作物プログラム（ARC や PLC）への追加のほうが継続的な支援

を受けられるため優先度が高いとのことである。 
 

 マーケティング・ローンの実施状況 1.7.

マーケティング・アシスタンス・ローン（販売支援融資：Marketing Assistance Loan）は価格支持

機能を有するプログラムである。各地の市場価格が著しく低くなった場合の価格補てんを行う。対

象作物は、小麦、とうもろこし、ソルガム、大麦、オート麦、陸地綿、長繊維綿、長粒米、中粒米、

落花生、大豆、その他油糧種子、羊毛（等級あり）、羊毛（等級なし）、モヘア、蜂蜜、乾燥えんど

う豆、レンズ豆、小ヒヨコ豆、大ヒヨコ豆である。 
農家は任意の量の作物を担保として 9 か月の短期融資を得る。短期的な資金を確保することで、

農家は収穫期に収穫した農産物を一度にすべて販売する必要がなくなり、農作物が高値になった時

点での販売が可能となる。また、この融資には元本請求権がないため、農家が担保にした農作物を

政府に引き渡せば、農家は返済義務から免除される。そのため、農作物価格が融資額を下回る場合

は、農家は市場に販売せずに政府に農作物を引き渡し、返済しないことを選択できる。これにより、

農家は市場価格よりも高い融資単価で販売したのと同じ収入が確保される 62。2014 年農業法でもマ

ーケティング・アシスタンス・ローンは維持されているが、ほとんど発動されていない。 

                                                      
59 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング『海外農業・貿易事情調査分析（米州）』29-30 頁。 
60 USDA/RMA, Summary of Business: National Summary by Insurance Plan as of 30 January, 2017.  
61 平澤「農産物の安値に直面する米国の農業所得安定化政策―成立から 3 年目の 2014 年農業法―」57,59 頁。 
62 平澤「米国 2014 年農業法の農業所得安定化政策―緊縮財政下で進む農産物の高値への適応―」4-5 頁。 
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図表 28 は全国の作物別ローンレートである。郡や地域レベルのローンレートは各品目の全国ロ

ーンレートに基づいて設定されるため、ローンレートは地域によって異なり、農産品が貯蔵される

郡または地域の平均価格および生産量に基づいて設定される 63。 
2014 年農業法により、政府補助金の支払額に上限が設定され、PLC、ARC、マーケティング・ロ

ーン、融資不足払い（Loan Deficiency Payments: LDP）で支払われる額は 12 万 5,000 ドルが上限と

された 64。 

図表 28 2014-2018 年の全米ローンレート（生産単位ごと） 
品目 生産単位 2014-2018 

小麦 bushel $2.94 
とうもろこし bushel $1.95 
ソルガム bushel $1.95 
大麦 bushel $1.95 
超長綿 pound $0.7977 
陸地綿 pound * 
オーツ bushel $1.39 
長粒米 cwt $6.50 
中粒米 cwt $6.50 
大豆 bushel $5.00 
その他油糧種子 cwt $10.09 
乾燥エンドウマメ cwt $5.40 
レンズマメ cwt $11.28 
小ヒヨコマメ cwt $7.43 
大ヒヨコマメ cwt $11.28 
羊毛（グレードあり） pound $1.15 
羊毛（グレードなし） pound $0.40 
はちみつ pound $0.69 
落花生 ton $355.00 
モヘア Pound $4.20 

出所：USDA, 2014 Farm Bill Fact Sheet, February 2016,  
https://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/FactSheets/2016/mal_ldp_2016.pdf. 

 

 環境保全政策（保全プログラム）その他の主要政策 1.8.

(1) 主要プログラムの制度概要（CRP、WRP、EQIP、CSP） 

① 環境保全留保計画（CRP：Conservation Reserve Program） 

1985 年にロナルド・レーガン大統領が法案に署名し成立したCRPは、農業サービス庁（FSA）に

よる土地保全プログラムであり、米国最大の私有地保全事業である。農家や土地所有者による自発

的な参加によって、CRPはこれまで水質向上、土壌侵食の減少、絶滅、あるいはその危機にある種

の生息環境の向上を促進してきた。同プログラムに参加する農家は 10-15 年間、土壌侵食されやす

い土地を休耕し、環境衛生や土壌品質向上に資する種子を蒔いて被覆する。その間、土地の商業的

な利用はできないが、USDAから地代相当額の支払を受けることができる。同プログラムは長期的

に価値ある土地被覆を再建し、水質向上、土壌侵食阻止、及び野生動物の生息環境の逸失を減らす

ことを目的とする 65。 

                                                      
63 USDA, 2014 Farm Bill Fact Sheet, February 2016, p.4. 
64 Ibid. 
65 USDA, Farm Service Agency (FSA), “Conservation Reserve Program,” 
http://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/conservation-programs/conservation-reserve-program/. 三菱 UFJ リ

https://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/FactSheets/2016/mal_ldp_2016.pdf
http://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/conservation-programs/conservation-reserve-program/
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CRPに登録するには 2つの方法がある。第一は、競争的手続でCRP一般契約（CRP General Sign-up）
として知られており、定期的に USDA 長官が公募を行う。第二は、CRP 継続契約（CRP Continuous 
Sign-up）と呼ばれるものであり、継続的に実施される。全ての登録手続きは USDA の地域事務所

で行うことができる。 
CRP に登録するための要件として、農家は原則として CRP の登録期間の少なくとも 12 ヵ月前に

は土地を所有する、あるいは管理していなければならない。もっとも従前の所有者の死亡により新

規に土地を譲り受けた者、担保権実行により所有権を得た者、CRP への登録を全く意図せずに新規

所有権者により購入された土地は例外として登録が可能である。 
CRPの対象となる土地は耕作地で、農作物を 2008 年から 2013 年の 6 穀物年度中 4 年間作付され

た土地で、物理的、法律的に農作物の作付が可能な土地、あるいは特定の放牧地で、河川の緩衝地

や同様の水質保全目的に適した土地である 66。 

② 湿地保全プログラム（WRP: Wetlands Reserve Program） 

WRPは任意的プログラムで、土地所有者が保有する湿地帯を保護、回復、強化する機会を提供す

る。USDAの自然資源保全局（NRCS）は 2008 年農業法により設置された全ての事業を実施し、受

益団体にWRP参加によるメリットを広報する。またNRCSは土地所有者がWRPを通じて湿地帯を回

復するための技術的及び金銭的支援を行う。同プログラムは長期的な保全及び野生動物保護の機会

を構築する機会を土地所有者に与える。2014 年農業法により、WRPの地役権（the WRP easements）
の管轄はNRCSから農業保全地役権プログラム（ACEP）に移転した 67。 

③ 環境改善奨励プログラム（EQIP: Environmental Quality Incentives Program） 

EQIPは保全プログラムの中でも人気が高い政策であり、自発的参加が基本のプログラムである。

EQIPは農業用地や産業用でない私有の森林地上の土壌、水、植物、動物、大気、関連する天然資源

の改善のための保全活動を農業生産者が計画し実施するために金銭及び技術支援を行う。またEQIP
は、生産者が連邦、州、部族、地方レベルの環境規制を遵守するように支援する 68。 

EQIP を通じた金銭補助は、適格要件のある生産者が承認を得た保全行為を実施するために支払

われる。または適格ある土地上で生産者が特定の土地使用の問題に対処するため、保全活動計画

（CAP）の作成を支援するために支払われる。支払は EQIP 契約上に明記され、NRCS 基準を満た

す実施済みの行為や活動に対してなされる。 
CAP は生産者が農業実施における特定の天然資源に関する問題に対処するために作成される。

EQIP 参加者によって選定される認証あるテクニカル・サービス・プロバイダー（TSP）が各 CAP
の作成を行う。 

EQIP への申し込み期間は州によって異なる。NRCS は EQIP 申請書を継続的に受理し処理する。

各州は締切を設けることができる。 

④ 保全励行計画（CSP: Conservation Stewardship Program） 

環境保全に有利な農法等を実施する生産者に対して、直接支払を実施する政策である。CSPは農

業生産者が既存の保全システムを維持向上させ、優先的な資源問題に関して追加的に保全活動を実

施するための支援をする。参加者は保全成果に対してCSP支払を受ける。成果が高ければ高い程、

より多くの支払が受けられる 69。7,000 万エーカーの生産用農地と森林地を保全する、米国で最大

                                                                                                                                                                                
サーチ&コンサルティング『海外農業・貿易事情調査分析（米州）』31 頁。西澤栄一郎、「アメリカ保全休耕プログラム」

『農林水産政策研究所レビュー』No.1、2001 年 9 月、29 頁、

http://www.maff.go.jp/primaff/koho/seika/review/pdf/primaffreview2001-1-7.pdf。 
66 USDA FSA, 
http://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/conservation-programs/prospective-participants/index.  
67 USDA, Natural Resources Conservation Service (NRCS), “Wetlands Reserve Program,” 
http://www.nrcs.usda.gov/wps/portal/nrcs/detail/national/programs/easements/wetlands/?cid=nrcs143_008419. 
USDA, Natural Resources Conservation Service (NRCS), “NRCS Conservation Programs,” 
http://www.nrcs.usda.gov/Internet/NRCS_RCA/reports/fb08_cp_wrp.html.  
68 USDA, Natural Resources Conservation Service (NRCS), “Environmental Quality Incentives Program,” 
http://www.nrcs.usda.gov/wps/portal/nrcs/main/national/programs/financial/eqip/.  
69 USDA, Natural Resources Conservation Service (NRCS), “Conservation Stewardship Program,” 
http://www.nrcs.usda.gov/wps/portal/nrcs/main/national/programs/financial/csp/.  

http://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/conservation-programs/prospective-participants/index
http://www.nrcs.usda.gov/wps/portal/nrcs/detail/national/programs/easements/wetlands/?cid=nrcs143_008419
http://www.nrcs.usda.gov/Internet/NRCS_RCA/reports/fb08_cp_wrp.html
http://www.nrcs.usda.gov/wps/portal/nrcs/main/national/programs/financial/eqip/
http://www.nrcs.usda.gov/wps/portal/nrcs/main/national/programs/financial/csp/


 

36 
 

規模の保全事業である。天然資源を保全し営利事業を促進するものであるので、数千人規模の国民

が同プログラムへ登録を希望する。同プログラムに参加することにより、畜牛の収穫の向上、作物

生産高の向上、野生生物の増加、生産者の投入費用の減少、異常気象への耐性の強化等の恩恵を受

けることができる 70。 
 
EQIP と CSP の助成要件・対象の違いについて、端的にいえば、EQIP は生産者が未だ実施してい

ないが、今後実施を予定する保全行為あるいは保全活動計画（CAP）の作成を実施するために支払

われる。これに対し、CSP は従来、環境保全に有利な農法等を実施してきた生産者に対して、既存

の保全システムの維持向上及び追加的保全活動の実施をさらに奨励するために支払われる点とい

える。助成の適格要件の詳細は下記表の通りである。 
また、助成対象の適格要件についても、EQIP では農業生産者であり、土地の所有者又は管理者

であることが要件とされている。これに対し、CSP は FSA の農家登録があればよいとされており、

要件的には緩やかである。また、CSP は実質的に日々の土地管理、農業管理ができる者であること

が求められている。 
 

図表 28 EQIP と CSP の助成要件・対象の比較 
 EQIP CSP 

対象 生産者が今後予定する保全行為の実

施あるいは保全活動計画（CAP）の

開発 

従来、環境保全に有利な農法等を実施

してきた生産者による既存の保全シス

テムの維持向上及び追加的保全活動 
助成要件  農業生産者であること（私人、法

人、農業関係共同事業体、農業生

産又は森林管理従事者） 
 適格要件を充たす土地の所有者

又は管理者 
 補正後の総収入（AGI）が 90 万

ドル未満であること（連邦政府が

認証するアメリカ及びアラスカ

の先住民部族は除く） 
 著しく侵食を受けやすい土地及

び湿地の保全要件に適合するこ

と 
 少なくとも 1 つ、天然資源の課題

に対処するEQIPの事業計画を作

成すること 

 著しく侵食を受ける水土地及び湿

地の保全要件に適合すること 
 FSA の農家登録があること 
 契約期間中において、土地管理を効

果的に実施できること 
 日々の農業管理に積極的に従事で

き、農業生産に関わるリスクを共有

できること 
 申請時において少なくとも 2 つの

資源問題の限界基準（threshold）を

満たさなければならない 

出所：USDA, “Environmental Quality Incentives Program,”  
http://www.nrcs.usda.gov/wps/portal/nrcs/main/national/programs/financial/eqip/; USDA, “CSP Fact 
Sheet”, Aug 2016, 
http://www.nrcs.usda.gov/wps/portal/nrcs/main/national/programs/financial/csp/. 

 

(2) 主要プログラムの実施状況 

① CRP 

2016 年 3 月時点での CRP 参加農家の分布は以下の図の通りである。小麦ベルト上に参加農家が

多い。合計で 2380 万エーカーが対象である。 
 
 
 

                                                      
70 USDA, CSP Fact Sheet, Aug 2016, 
http://www.nrcs.usda.gov/wps/portal/nrcs/main/national/programs/financial/csp/. 

http://www.nrcs.usda.gov/wps/portal/nrcs/main/national/programs/financial/eqip/
http://www.nrcs.usda.gov/wps/portal/nrcs/main/national/programs/financial/csp/
http://www.nrcs.usda.gov/wps/portal/nrcs/main/national/programs/financial/csp/
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図表 29 CRP 加入状況―2016 年 3 月 31 日時点 

出所：USDA FSA, 
http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Conservation/PDF/CRPEnrollmentMar201
6.pdf 

 
契約数、参加農家数及び対象面積については、2012 年以降、年々減少しており、CRP の規模は

縮小傾向である。 
 

図表 30 CRP の契約数、参加農家数、対象面積の推移 
 2012 2013 2014 2015 2016 

契約数 738,544 699,470 671,921 655,838 654,702 
農家数 409,598 390,076 376,537 368,213 366,879 
対象面積 
（エーカー） 

29,530,000 26,840,000 25,450,000 24,180,000 23,880,000 

出所：USDA FSA,  
http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Conservation/PDF/one-pager.pdf;  
http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Conservation/PDF/sep2015onepager.pdf;  
http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Conservation/PDF/onepagersept2014.pdf;  
http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Conservation/PDF/sept2013onepager.pdf;  
http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Conservation/PDF/septonepager0912.pdf. 

 
2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDAがウェブサ

http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Conservation/PDF/CRPEnrollmentMar2016.pdf
http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Conservation/PDF/CRPEnrollmentMar2016.pdf
http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Conservation/PDF/one-pager.pdf
http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Conservation/PDF/sep2015onepager.pdf
http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Conservation/PDF/onepagersept2014.pdf
http://www.fsa.usda.gov/Assets/USDA-FSA-Public/usdafiles/Conservation/PDF/sept2013onepager.pdf
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イト上で公表している内容に基づきまとめる 71。 
 

年月 内容 
2014 年 6 月 4 日 USDA は、生産者が土地を保全し、新規就農者、少数派農家、退役軍人農家

が農業を開始することを支援するプログラムを発表 
2014 年 6 月 19 日 USDA はチェサピーク湾水質パートナーシップのため財政支援を行うと発

表 
2015 年 5 月 29 日 USDA は野生動物の生息地や湿地帯の CRP のために、追加的に 80 万エーカ

ーの高度に環境配慮的な土地を、特定の湿地帯及び野生動物イニシアティブ

に基づき CRP へ参加させることを発表 
2015 年 7 月 15 日 USDA は同年 9 月 1 日より、農家や畜産農家が家畜の放牧地を維持しつつ、

草地や牧草地、放牧地保全のために財政支援に申請可能となることを発表 
2016 年 12 月 7 日 USDAは今後、農家や畜産農家にCRPのより多くの参加機会を提供すると発

表した。これには野生動物や授粉媒介動物、湿地へ利益となる水質保全のた

めのCRPの新しい活動も含まれ、110 万エーカーの追加となる 72 
2016 年 12 月 9 日 野生動物の生息地や私有の森林地改善のため、USDAのFSAは、CRPに登録

された森林地の運営のために、追加的な奨励策を発表 73 
 

CRP の政府支出の総額は以下の通りである。2013 年に支出額は予測値であるが急増したものの、

農業法制定後は、大幅に下落している。前述のとおり、CRP の対象面積は 2012 年以降削減傾向に

あり、政府支出も下落している。 
 

図表 31 環境保全留保計画（CRP）総支出（単位：1,000 ドル） 

 
※2013 年と 2014 年は予測値。 
出所：USDA、2012 年度年次概要書及び 2012-2016 年の月次概要書 
（ http://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/conservation-programs/reports-and-statistics/conser
vation-reserve-program-statistics/index）を基に当社作成。 

                                                      
71 USDA, “Progress on 2014 Farm Bill Implementation,” 
http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentidonly=true&contentid=progress-2014-farm-bill.html.  
72 USDA/FSA, https://www.fsa.usda.gov/news-room/news-releases/2016/nr_20161207_rel_257.  
73 USDA/FSA, https://www.fsa.usda.gov/news-room/news-releases/2016/nr_20161209_rel_208.  

http://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/conservation-programs/reports-and-statistics/conservation-reserve-program-statistics/index
http://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/conservation-programs/reports-and-statistics/conservation-reserve-program-statistics/index
http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentidonly=true&contentid=progress-2014-farm-bill.html
https://www.fsa.usda.gov/news-room/news-releases/2016/nr_20161207_rel_257
https://www.fsa.usda.gov/news-room/news-releases/2016/nr_20161209_rel_208
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② WRP

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDAがウェブサ

イト上で公表している内容に基づきまとめる 74。 

年月 内容

2014 年 9 月 8 日 USDA は湿地帯と農地、景気向上の保全のため、3 億 2800 万ドルを提供す

るとした。

2015 年 3 月 31 日 USDA は 3 億 3200 万ドルを、農業用地や草地、湿地帯の保護と回復のため

提供するとした。

WRP の総負担額の推移は以下の通りである。農業法が制定された 2014 年に大幅に減少したもの

の、2015 年には若干増加がみられる。 

図表 32 湿地保全プログラム（WRP）のタイプ別負担額（単位：1000 ドル） 

出所：USDA, “NRCS Conservation Programs: Wetlands Reserve Program (WRP),” 
http://www.nrcs.usda.gov/Internet/NRCS_RCA/reports/fb08_cp_wrp.html.

③ EQIP

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDAがウェブサ

イト上で公表している内容に基づきまとめる 75。 

74 USDA, “Progress on 2014 Farm Bill Implementation,” 
http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentidonly=true&contentid=progress-2014-farm-bill.html, , 
accessed on 4 August,2016 
75 Ibid. 

http://www.nrcs.usda.gov/Internet/NRCS_RCA/reports/fb08_cp_wrp.html
http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentidonly=true&contentid=progress-2014-farm-bill.html
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年月 内容 
2015 年 4 月 7 日 USDA はミシシッピ川流域の水路支援のため財政支援を行うことを発表。

USDA の自然資源保全局（NRCS）は、27 の新規の優先度の高い分水地点と、

水質を改善し農業運営を強化するための 13 の既存事業に対し、1000 万ドル

を投資する予定。これは優先的な分水地点での深刻な水質問題に対処するた

めに 4 ヵ年で１億ドルの予算が予定されているが、本措置はその一部 
2015 年 5 月 18 日 USDA は干ばつ被害を受けた州の復興のため、水保全への投資を拡大すると

発表 
 
EQIP の総負担額は以下の通りである。農業法制定以前は増加傾向にあったものの、2014 年の農

業法制定後は小幅であるが減額傾向がみられる。 
 

図表 33 環境改善奨励プログラム（EQIP）のタイプ別負担額（単位：1000 ドル） 

 
出所：USDA, “NRCS Conservation Programs: Environmental Quality Incentives Program (EQIP), 
 http://www.nrcs.usda.gov/Internet/NRCS_RCA/reports/fb08_cp_eqip.html. 

 

④ CSP 

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDAがウェブサ

イト上で公表している内容に基づきまとめる 76。 
 

年月 内容 
2014 年 6 月 23 日 CSP の最初の参加者は 5 年間の更新が可能となる。CSP 契約の有効期限が切

れる生産者は、2014 年 7 月 11 日から 9 月 12 日までに、天然資源を改善し

保全計画を安定させる保全活動を更新、追加しなければならない 
2014 年 12 月 23 日 USDA は、CSP 規則に関するパブリックコメント期間を、2015 年 1 月 20 日

まで延長 
 
CSP については、農業法制定以前から総負担額は増加し続けており、2014 年の農業法制定後もさ

らに増加している。従来に比べて、技術支援が占める割合が増加している。 
CSP負担額が 2010 年から急増している原因であるが、2009 年からCSPプロジェクトは開始された

ものの、2008 年農業法の実施が遅れたため、2009 年はUSDAからCSP参加者に支払う義務がなく、

                                                      
76 USDA, “Progress on 2014 Farm Bill Implementation,” 
http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentidonly=true&contentid=progress-2014-farm-bill.html, 
accessed on 4 August,2016. 

http://www.nrcs.usda.gov/Internet/NRCS_RCA/reports/fb08_cp_eqip.html
http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentidonly=true&contentid=progress-2014-farm-bill.html
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その 2009 年契約分の支払いが 2010/11 に回されたことによる 77。 

図表 34 保全励行計画（CSP）のタイプ別負担額（単位：1000 ドル） 

出 所 ： USDA, “NRCS Conservation Programs: Conservation Stewardship Program (CSP),” 
http://www.nrcs.usda.gov/Internet/NRCS_RCA/reports/fb08_cp_cstp.html. 

以上各事業の予算動向をまとめると、CRP、WRP の需要、予算は減少傾向にあるのに対し、CSP
は増加している。この背景として、元々、CRP も WRP も湿地を休耕させる生産調整の代わりとし

ての意味合いがあるプログラムであり、農作物プログラムと互換的に実施され、農作物価格が高騰

すると減少するという関係にある。2014 年農業法施行時は農作物価格が高騰していたため、農家は

農地を休耕させずに生産に優先し、CRP、WRP への参加が減ることになったと考えられる。これに

対し、CSP は天然資源を保全し営利事業をさらに促進するものであるため、農産物価格が上昇して

いることもあり、CSP への参加が増え、予算が増加したと考えられる。 

 貿易政策の実施状況 1.9.

(1) 主要プログラムの制度概要（輸出信用保証、海外市場開発、食料援助等） 

① 輸出信用保証（GSM-102:Export Credit Guarantee Program）

GSM-102 プログラムは、米国輸出業者へ信用保証を提供し、米国農業製品の商業輸出を促進する。

予定される支払いのために外国為替の用意が可能な程に十分な財政体質を有する途上国の買い手

（輸入業者）への、米国輸出業者からの輸出を奨励する。同プログラムは、高価値で消費者志向の

冷凍食品や生鮮食品、肉類、調味料、ワインやビール、中間生産物、繊維質食品の輸出業者が利用

可能である。農務長官が、WTO綿花補助金紛争で米国とブラジルが合意した条件を履行するために

同プログラムを実施されている。USDAの海外農業局（FAS）が、信用保証を実施する農産物信用

公社（CCC）を代表して同プログラムを運営する 78。通常、保証水準は信用売買の融資額（輸入代

金）の 98％及び利子の一部である。2018 年まで、毎年 55 億ドルの予算が予定されている。 

② 海外市場開発（FMD: Foreign Market Development  Program）

FMDプログラム（協力者プログラムとも呼ばれる）は米国の農業製品のために長期的輸出市場を

77 USDA/NRCS ヒアリング、2017 年 1 月。 
78 USDA, Foreign Agricultural Service (FAS), “About the Export Credit Guarantee Program (GSM-102), 
http://www.fas.usda.gov/programs/export-credit-gurantee-program-gsm-102/about-export-credit-guarantee-program
-gsm-102.  

http://www.nrcs.usda.gov/Internet/NRCS_RCA/reports/fb08_cp_cstp.html
http://www.fas.usda.gov/programs/export-credit-gurantee-program-gsm-102/about-export-credit-guarantee-program-gsm-102
http://www.fas.usda.gov/programs/export-credit-gurantee-program-gsm-102/about-export-credit-guarantee-program-gsm-102
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創出、拡張、及び維持することを支援する。同プログラムにおいては、FASは米国農産物の海外流

通のため、非営利農産物又は「協力者」と呼ばれる貿易組合を代表する米国の農業生産者及び加工

者と連携する。FMDプログラムは、消費者志向のブランド製品を海外で流通させることよりも、米

国農産物を包括的に海外で流通させることを重視する。全産業を代表する機関又はメンバーシップ

や、対象が全国的な機関を優先する 79。 

③ 食料援助 80

米国の国際的食料援助プログラムは複数の法律に基づき実施されており、2 つの連邦機関、USDA
と USAID により実施される。平和のための食糧法タイトル I（経済支援と食料保障）は米国農生産

物の途上国や民間団体への無償的販売を定める。タイトル II（緊急及び民間支援）は米国農産物を

直接的に寄付し、さらに緊急援助や開発のために柔軟な資金支援も補完的に提供する。タイトル III
（開発のための食糧）は政府対政府での、政策の変更を条件とする農産物への補助金を定めるが、

2002 年以来実施されていない。タイトル V は農家への任意的技術支援で、農家や農業団体、農業

事業者が利用できる。米国国際開発庁（USAID）がタイトル II、III および V のプログラムを実施

し、USDA はタイトル I を実施する。その他 1949 年農業法が創設したプログラム（進展のための食

糧プログラム、教育と児童の栄養のための McGovern-Dole 国際食糧プログラム、地方食料支援調達

プログラム）を実施する。

(2) 主要プログラムの実施状況 

① GSM-102

GSM-102 の登録保証額は、2014 年の農業法制定により大幅に減少したが、2016 年は若干の増加

がみられる。

図表 35 登録保証額の概要（GSM-102） 

出所：USDA, Foreign Agricultural Service, “Yearly Activity Reports,” 
（http://www.fas.usda.gov/programs/export-credit-guarantee-program-gsm-102/yearly-activity-reports）
を元に当社作成。

② FMD

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDAがウェブサ

79 USDA, Foreign Agricultural Service (FAS), “Foreign Market Development Program,” 
http://www.fas.usda.gov/programs/foreign-market-development-program-fmd.  
80 USDA/USAID, U.S. International Food Assistance Report FY 2015, 
https://www.fas.usda.gov/sites/default/files/2017-01/8229000_59_fy_15_ifar.pdf. 

http://www.fas.usda.gov/programs/export-credit-guarantee-program-gsm-102/yearly-activity-reports
http://www.fas.usda.gov/programs/foreign-market-development-program-fmd
https://www.fas.usda.gov/sites/default/files/2017-01/8229000_59_fy_15_ifar.pdf
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イト上で公表している内容に基づきまとめる 81。 
 

年月 内容 
2016 年 11 月 15 日 USDA長官は、USDA/FASは、MAPやFMDプログラムを通じて米国農業や食

料品の輸出市場拡大を支援するために、2 億ドルを 70 以上の米国農業団体

へ供与すると発表 82 
 
FMD 資金の割当は以下の通りである。農業法が制定された 2014 年以降、毎年増加しているが、

2017 年予算は減少となった。 
 

図表 36 FMD 資金の割当合計（単位：米ドル） 

  
出所：USDA, Foreign Agricultural Service, “FMD Funding Allocations-FY 2016,” 
（ https://www.fas.usda.gov/programs/foreign-market-development-program-fmd/fmd-funding-allocation
s-fy-2017）を元に作成。 

 

③ 食料支援 

現在予算が当てられているのはタイトル II（緊急及び民間支援）とタイトル V（農家への任意的

技術支援）のプログラムだけである。タイトルⅡは 2018 年度まで毎年 25 億ドルを上限に割り当て

られている（平均 19 億ドルとなる）。表題 V は 2018 年度まで、最低 1500 万ドル予算が割当てられ

る。 
 

                                                      
81 USDA, “Progress on 2014 Farm Bill Implementation,” 
http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentidonly=true&contentid=progress-2014-farm-bill.html. 
82 USDA/FSA, 
https://www.fas.usda.gov/newsroom/usda-awards-funds-fiscal-year-2017-market-development-programs.  
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 栄養支援政策の実施状況 1.10.

(1) 主要プログラムの制度概要（SNAP、WIC、学校給食プログラム等） 

① 補足的栄養支援計画（SNAP: Supplemental Nutrition Assistance Program） 

SNAPは低所得者や世帯に、果物や野菜、全粒粉等、健康に必要な食糧の購入を支援する等の栄

養支援を提供し、コミュニティに経済的支援を行う制度であり、食糧が足りず窮乏する人々へのセ

ーフティネットとして最大のプログラムである。USDAの食糧栄養局（FNS）は、栄養支援に適格

な者が情報を得た上で同プログラムへの参加申請の決定を行い、便益を得られるように、州の機関

や栄養関係の教育者、近隣の宗教的社会奉仕活動を行う機関と協働する 83。 

② 婦人児童向け栄養強化計画（WIC: Women, Infants and Children） 

WICは女性、幼児、子どもを対象とした補足的栄養プログラムである。低所得で栄養リスクにあ

る妊娠、分娩後、授乳中の女性、幼児、5 歳までの子どものセーフガードと健康を支援する。食生

活を補う栄養価の高い食料、授乳の促進を含む健康的な食事に関する情報、健康ケアに関する参考

資料を提供する。WICプログラムの国家及び地方レベルで運営するのはFNSである 84。 

③ 学校給食プログラム 

学校給食プログラムは連邦政府が支援する食事プログラムであり、10 万校以上の公立や非営利の

学校、居住者用保育機関で実施される。栄養バランスのとれた、低価格あるいは無料の昼食を授業

日に提供する。2012 年には 3100 万人以上の子どもが昼食の提供を受けた。同プログラムは国家学

校給食法に基づくもので、1946 年にトルーマン大統領が署名し施行された。1998 年に、議会は同

プログラムを拡張し、放課後教育や習い事に参加する 18 歳までの子どもを含む子ども達に間食代

を償還するプログラムが加えられた。学校給食プログラムは連邦レベルではFNSの管轄であり、州

レベルでは通常州の教育機関が、学校給食の権限ある機関との契約に基づき運営する 85。 

④ 低所得家計への光熱費補助（LIHEAP: Low Income Home Energy Assistance Program） 

LIHEAPは低所得層に光熱費を補助する連邦政府の政策であり、保険福祉省が管轄する子どもと

家族のためのプログラムである。貧困ライン 150％までの低所得世帯に受給資格が与えられる。連

邦政府は資金を一括して州に与え（2011 年度：47 億ドル）、プログラムの運用は州に委ねられてい

る。2008年度の 1世帯平均の受給額は平均293ドル/月、2009年度には 740万世帯が受給していた 86。

補助的なレバレッジ奨励資金は、州やその他管轄機関で、LIHEAPの適格世帯へ付与された連邦資

金を超えて、さらに追加的便益やサービスを報償として与えるものである。訓練技術支援ファンド

は訓練と技術支援を、LIHEAPの包括的補助プログラムを運営する州やその他管轄機関へ提供す

る 87。 
 

(2) 主要プログラムの実施状況 

① SNAP 関連条項 

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDAがウェブサ

                                                      
83 USDA, Food and Nutrition Service (FNS), “Federal Jobs Training Programs,” 
http://www.fns.usda.gov/Federal-Jobs-Programs, accessed Aug 4th, 2016. USDA, Food and Nutrition Service (FNS), 
“Supplemental Nutrition Assistance Program (SNAP),” http://www.fns.usda.gov/snap/outreach, accessed on Aug 5th, 
2016.  
84 USDA, Food and Nutrition Service (FNS), “Women, Infants and Children (WIC),” 
http://www.fns.usda.gov/wic/about-wic, accessed on Aug 5th, 2016.  
85 USDA, Food and Nutrition Service (FNS), “National School Lunch Program (NSLP),” 
http://www.fns.usda.gov/nslp/national-school-lunch-program-nslp, accessed on Aug 5th, 2016. USDA, Food and 
Nutrition Service (FNS), “National School Lunch Program,” 
http://www.fns.usda.gov/sites/default/files/NSLPFactSheet.pdf, accessed on Aug 5th, 2016.   
86三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング『海外農業・貿易事情調査分析（米州）』（農林水産省平成 25 年度海外農業・貿

易事情調査分析事業）、2014 年、31-32 頁, 
http://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokusei/kaigai_nogyo/k_syokuryo/h25.html#us、2016 年 8 月 5 日参照。 
87 USDA, National Agricultural Library, “Low-Income Home Energy Assistance,” 
https://www.nal.usda.gov/ric/93568.  

http://www.fns.usda.gov/Federal-Jobs-Programs
http://www.fns.usda.gov/snap/outreach
http://www.fns.usda.gov/wic/about-wic
http://www.fns.usda.gov/nslp/national-school-lunch-program-nslp
http://www.fns.usda.gov/sites/default/files/NSLPFactSheet.pdf
http://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokusei/kaigai_nogyo/k_syokuryo/h25.html#us
https://www.nal.usda.gov/ric/93568
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イト上で公表している内容に基づきまとめる 88。 
 

年月 内容 
2014 年 8 月 25 日 USDA は SNAP 雇用及び訓練プログラムの革新を促進するため、2 億ドルを

提供すると発表 
2015 年 3 月 20 日 USDAはSNAP受給者が良い仕事を得るための技術訓練のために 2億ドルを

給付 
2015 年 7 月 13 日 USDA は低所得で自宅から出られない高齢者や障害者の栄養ニーズを満た

すための支援として新しい方策を提案 
 
SNAP 総費用の動向は以下の通りである。農業法が制定された 2014 年以降、若干減少はみられる

ものの、制定前とおよそ同水準で推移している。 

 

図表 37 SNAP 総費用の動向（2017 年 1 月 6 日時点）（単位：百万ドル） 

 
出所：USDA, Food andNutritionService,  
（http://www.fns.usda.gov/pd/supplemental-nutrition-assistance-program-snap）を元に当社作成。 

 

② WIC 

WIC プログラム費用は、2011 年が最多であったが、以来毎年減額傾向にあり、2015 年には 2008
年度と同水準まで減少した。 
 

                                                      
88 USDA, “Progress on 2014 Farm Bill Implementation,” 
http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentidonly=true&contentid=progress-2014-farm-bill.html. 
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図表 38 WIC プログラム総費用の動向（2017 年 2 月 3 日時点） 

 
出所：SDA, Food and Nutrition Service, “WIP Program,” （http://www.fns.usda.gov/pd/wic-program）を

元に当社作成。 

 

③ LIHEAP 

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDA がウェブ

サイト上で公表している内容に基づきまとめる。 
 

年月 内容 
2014 年 3 月 5 日 FNSは、LIHEAPの受給額が 20 ドル以下の世帯に対する低所得過程光熱費控

除（Standard Utility Allowance: SUA）の自動適用の廃止を発表 89 
 

 食品安全政策の実施状況 1.11.

(1) 主要プログラムの制度概要（原産国表示、GMO 表示、カロリー表示等） 

① 原産国表示（COOL: Country of Origin Labeling） 

COOLは、USDAの農業市場局が管轄するプログラムである。総合食料品店、スーパーマーケッ

ト、会員制大型ディスカウントストア等の小売業者が顧客へ特定食品の原産地情報を知らせるよう

求める制度である 90。対象となる食料品は、食肉及び挽肉、ラム肉・ヤギ肉・鶏肉、天然または養

殖の魚介類、生鮮及び冷凍果物と野菜、落花生・ピーカン・マカデミアナッツ、朝鮮人参である。 
同プログラムは 2008 年農業法で導入されたが、メキシコとカナダがCOOLに反対し、WTOへ訴

え、米国は原審パネル、上級委員会、履行確認パネル、上級委員会のいずれでも敗訴した。肉牛生

産者ロビー団体の米国牧場主・肉用牛生産者行動法律基金（R-CALF-USA）や消費者団体「パブリ

ック・シチズン」などは制度の維持を求めていたが、議会多数派の共和党は制度撤廃に向け動き出

し、全米豚肉生産者協議会も制度撤廃を求めた。オバマ大統領も 2015 年 12 月にCOOL制度の修正

法案へ署名した 91。 

                                                      
89 USDA/FNS, Supplemental Nutrition Assistance Program (SNAP), 
https://www.fns.usda.gov/snap/2014-farm-bill-implementation.  
90 USDA, Agricultural Marketing Service (AMS), “Country of Origin Labeling (COOL),” 
https://www.ams.usda.gov/rules-regulations/cool, accessed on 5 August, 2016.  
91「米国の食肉表示は『違反』と WTO が判断、貿易戦争に発展か」『ロイター』2015 年 5 月 19 日；勝又健太郎「米国
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② GMO 表示 

遺伝子組み換え（GMO）食品のラベル表示は農業法では特に規定はないが、GMO食品の含有表

示を義務付ける動きが全米各州で高まっており、オバマ政権も 2016 年 7 月 29 日、「米国遺伝子組

み換え食品表示法」（The National Bioengineered Food Disclosure Law）に署名した 92。 

③ カロリー表示 

2014 年 11 月、米国食品医薬品局（FDA）は、食品のカロリーを飲食店のメニューや飲食施設で

の小売り品、自動販売機上に表示することを義務付ける 2 つの規則を制定した。この規則は 2010
年制定の患者保護並びに医療費負担適正化法（the Patient Protection and Affordable Care Act）に基づ

くものであり、消費者が情報を得た上で好ましい選択ができるようにする。特にメニュー表示は、

20 ヵ所以上で営業するチェーン店で、同じ商号で事業を行い、同じメニューを割引価格で提供する、

あるいはそのような割安の食品を提供する飲食店や飲食施設に義務付けられる。自動販売機の表示

は 20以上の自動販売機を運営する管理者に、販売商品のカロリー表示を義務付けるものであるが、

控除要件もある 93。 
 

(2) 主要プログラムの実施状況の動向とその背景 

① COOL 

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDA がウェブ

サイト上で公表している内容等に基づきまとめる。 
 

年月 内容 
2015 年 5 月 8 日 WTOの仲裁委員会に提出したアメリカ通商代表部（USTR）の予測によると、

肉類に対する米国のCOOLによって、カナダは 4320 万ドル、メキシコは 4760
万ドルの損失となるのみである。そのため、米国はWTOに巨額の罰金請求

を却下するよう要求した。メキシコとカナダの請求により、2 回の仲裁聴聞

会が 9 月 15 日と 16 日にジュネーブにて開催 94。WTO上級委員会は 5 月 18
日、米国の 2013 年 11 月導入の改定COOL規則が、輸入家畜について詳細な

原産国表示の負担を生産者に強いたもので不当と裁定を下した 95。 
2015 年 12 月 18 日 下院と上院は 2016 年度の一括支出法案を可決したが、それには豚肉と牛肉

についての原産国表示を廃止する規定が含まれていた。これによりUSDAは

同規定の実施を停止することとなった 96 
2016 年 2 月 牛肉と豚肉の食肉、牛挽肉、豚挽肉の必要的原産国表示の削除に関する最終

規則が制定 97。USDAはこの規則を 2016 年度包括予算法（the Consolidated 
Appropriations Act）の修正と共に発行 98。 

2016 年 3 月 2 日 USDAはCOOL要件削除に関して、牛と豚の食肉と挽肉の原産国表示要件を

削除することは、小売業者、卸売販売業者、および生産者に合計 18 億ドル

の利益になるとの見解を発表 99 
 

                                                                                                                                                                                
における食肉の原産国表示の義務化と WTO 紛争」農林水産政策研究所『平成 26 年度カントリーレポート 米国、WTO、

ロシア（プロジェクト研究研究資料第 5 号）』2015 年。 
92 USDA, GMO Disclosure & Labeling, https://www.ams.usda.gov/rules-regulations/gmo.  
93 US Food & Drug Administration, “Menu and Vending Machines Labeling Requirements,” 
http://www.fda.gov/Food/IngredientsPackagingLabeling/LabelingNutrition/ucm217762.htm. 
94 Informa Economics, “ COOL Costs Canada and Mexico Only $91 Million,” Issue Monitor, May 8th 2016. 
95 「WTO 上級委、食肉原産国表示の改定規則は不当と裁定」『通商弘報』2015 年 5 月 25 日。 
96 Informa Economics, “USDA’s Vilsack: No longer enforcing COOL requirements on pork, beef,” Issue Monitor, Dec 
18th, 2015. 
97 USDA, Agricultural Marketing Service (AMS), “Country of Origin Labeling (COOL),” 
https://www.ams.usda.gov/rules-regulations/cool. 
98 USDA, 
https://www.ams.usda.gov/sites/default/files/media/COOL%20final%20rule%20federal%20register%20version.pdf. 
99 Informa Economics, “USDA: COOL Removal Benefits Likely ‘Significant`,” Issue Monitor, March 2nd, 2016. 

https://www.ams.usda.gov/rules-regulations/gmo
http://www.fda.gov/Food/IngredientsPackagingLabeling/LabelingNutrition/ucm217762.htm
https://www.ams.usda.gov/rules-regulations/cool
https://www.ams.usda.gov/sites/default/files/media/COOL%20final%20rule%20federal%20register%20version.pdf


 

48 
 

② GMO 表示 

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDA がウェブ

サイト上で公表している内容等に基づきまとめる。 
上述のとおり、2016 年 7 月にオバマ政権は米国遺伝子組み換え食品表示法に署名したが、そこに

至るまでは紆余曲折があった。 
2014 年 5 月現在で、GMO食品の含有表示を義務付ける動きが米国の 20 州以上で出ており、4 月

に下院議員はGMO食品表示に関する統一的枠組みを設置する法案を公表していた 100。 
2015 年 3 月に、GMO食品の表示に関して統一的な枠組みを設ける法案が 3 月 25 日、下院に再提

出された。業界団体は、州ごとに異なる規制が導入されると対応のコストがかさむとして、連邦レ

ベルでの規制導入の動きを歓迎していた。しかし、同法案は、3 月 16 日、上院で可決に至らなかっ

た。食品産業とその支援者は議会において、GMOは安全で、各州に表示基準を設置させることは

実行不可能であるとし、代わりにUSDAが導入する任意的表示プロセスが好ましいと主張していた。

他方、任意的アプローチに反対する立場からは、消費者は自身が食べる物についての情報を望むし、

食品パッケージの表示は消費者がその商品を購入すべきか否かの判断基準となるものであり、上院

案はそれを排除してしまうとしていた 101。 
連邦レベルでの立法化は進まなかった一方で、各州での表示に向けた動きが活発化しており、た

とえば、メイン州の下院は、2016 年 3 月 23 日、GMO食品のパッケージ表示をすべきかに関する住

民投票を承認した。メイン州下院はGMO食品表示法を 85 対 59 で可決した。なおメイン州の法律

は仮に可決したとしても、2018 年までに同様の法律が他の州で成立しない限り効力は生じないこと

となっていた 102。 
2016 年 7 月 29 日、オバマ大統領は国家GMO表示法にとって代わる超党派の方策である法律に署

名した 103。同法案については、食品の情報を得るために消費者はQRコードをスキャンする等の行

為が必要として、企業にQRコードや無料電話番号（1-800）をGMO表示の手段として利用すること

を許容している点を批判する見方もある。また、連邦レベルの規制導入により、連邦法が州法に優

越するが、同法案は一部の州法（バーモント州法など）に比べて厳格ではないとする批判もある 104。 
 

③ カロリー表示 

米国の飲食店オーナーに対するカロリー表示の義務付けは当初2016年12月1日とされていたが、

食品医薬品局はこれを 2017 年 5 月まで延期している 105。 
 

 バイオ燃料政策の実施状況 106 1.12.

(1) 主要プログラムの制度概要 

① バイオマス作物支援プログラム（BCAP: Biomass Crop Assistance Program）107 

同プログラムは、バイオマス原料を生産し、販売することを望む、農業用や非産業用の私有森林

地の所有者や運営者に資金支援を行うものである。バイオマス転換施設は、熱、エネルギー、バイ

                                                      
100 GMO 食品の表示義務付ける州法に下院議員が牽制法案－消費者と生産者の駆け引きが活発化―」『通商弘報』2014
年 5 月 29 日。 
101 Informa Economics, “Senate GMO Food Labeling Bill,” Issue Monitor, March 19th, 2016. 
102 Informa Economics, “Maine House gives initial ok to public vote on GMO label,” Issue Monitor, March 25th, 
2016. 
103 J.R. Pegg, “Absent fanfare, Obama signs GMO disclosure bill,” 
https://www.agra-net.com/agra/agra-europe/policy-and-legislation/biotechnology/absent-fanfare-obama-signs-gmo-di
sclosure-bill-522586.htm?CTR=DNART, accessed on Aug 5th, 2016. 
104 Fortune, “President Obama Signed This GMO Labeling Bill,” http://fortune.com/2016/07/31/gmo-labeling-bill/, 
accessed on Oct 14th, 2016.  
105 Reuters, “After delay, calorie counts to hit U.S. restaurant menus in 2017,” May 13th, 2016, 
http://www.reuters.com/article/us-usa-restaurants-calories-idUSKCN0Y42I9, accessed on Oct 14th 2016.  
106 USDA, “Progress on 2014 Farm Bill Implementation,” 
http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentidonly=true&contentid=progress-2014-farm-bill.html, 
accessed on Aug 4th 2016. 
107 USDA, “Energy Program,” https://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/energy-programs/.  

https://www.agra-net.com/agra/agra-europe/policy-and-legislation/biotechnology/absent-fanfare-obama-signs-gmo-disclosure-bill-522586.htm?CTR=DNART
https://www.agra-net.com/agra/agra-europe/policy-and-legislation/biotechnology/absent-fanfare-obama-signs-gmo-disclosure-bill-522586.htm?CTR=DNART
http://fortune.com/2016/07/31/gmo-labeling-bill/
http://www.reuters.com/article/us-usa-restaurants-calories-idUSKCN0Y42I9
https://www.fsa.usda.gov/programs-and-services/energy-programs/
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オマス製品またはバイオマス原料から得られるバイオ燃料を生産するものであるが、補助金は、条

件を満たすバイオマス変換施設に納入される対象原料に対して支払われる。同プログラムへの参加

と年間の支払は、BCAP 事業地域内の契約した土地でプログラムで認められたバイオマス作物を生

産するために農産物信用団体（CCC）と契約した生産者が利用することができる。 

② バイオプリファード・プログラム 108 

同プログラムの目的は、バイオ製品の購入と使用を増加させることである。2002 年農業法で導入

され、2014 年農業法で改めて承認され拡大された。同プログラムは経済発展、雇用創出、農産品の

新市場拡大を目的とする。バイオ燃料の利用によって、石油依存の減少、再生可能な農業資源の使

用増加、環境や健康への悪影響が減少するとされる。同プログラムは、経済的な支援を提供するも

のではなく、連邦機関とその請負業者の義務的な購買要件、およびバイオ製品の任意的ラべリン

グ・イニシアティブという 2 つにより構成される。 

③ 米国のための農村エネルギー計画（REAP: Rural Energy for America Program）109 

同プログラムは農業生産者や農村部の小規模事業主、地方の農業電力共同組合（rural electric 
cooperative）へ、再生可能なエネルギーからエネルギー効率化技術の設置や改善のために補助金と

融資保証を提供する。同プログラムは全米の全農業セクターが対象となる。REAP は、クリーンエ

ネルギープログラムとしては 2014 年農業法で最大のプログラムとされる。 

④ その他のプログラム 110 

バイオ市場プログラムは連邦政府がバイオ製品を調達することを奨励するものである。2014 年農

業法はバイオ製品の調達のためにラベル表示ガイドライン、管理条件、その他の施行基準を規定し

ている。生物精製所、再生可能な化学およびバイオ製品製造支援プログラムは、同製品の製造施設

の開発促進のために融資保証を提供する。また、2014 年農業法でも既存のバイオ燃料教育プログラ

ムが継続されている。 

⑤ 再生可能燃料の使用義務量（RFS: Renewable Fuel Standard）111 

RFS プログラムは、温室効果ガスの排出を減少させ、石油の輸入への依存を減らし、再生可能燃

料セクターを拡大させることを目的として創設された。2005 年のエネルギー政策法により創設され、

2007 年のエネルギー自立・安全保障法（EISA）により拡張された。EISA のもとで RFS の対象期間

は2022年までと定められているが、EPAは実態を勘案して毎年RFSを決定することとなっている。 
2016 年 11 月 23 日に、EPA は 2017 年の RFS についての最終決定を公表した。これによれば、2017

年の RFS は 192 億 8000 万ガロンとされ、同年 5 月の当初案である 188 億ガロンから上方修正され

た。もっとも、EISA では 2017 年は 240 億ガロンと定められており、これを下回っている。種類別

では先進的バイオ燃料およびバイオディーゼルが当初案から上方修正となった。 
 
 
 
 
 

                                                      
108 USDA, “What is Biopreferred?” https://www.biopreferred.gov/BioPreferred/faces/pages/AboutBioPreferred.xhtml, 
accessed on March 16, 2017. 
109 FarmEnergy.org, “2014 Farm Bill’s Energy Title Provisions,” 
http://farmenergy.org/news/summary-2014-farm-bills-energy-title-provisions. 
110 FarmEnergy.org, “2014 Farm Bill’s Energy Title Provisions,” 
http://farmenergy.org/news/summary-2014-farm-bills-energy-title-provisions. 
111 EPA, “Final Renewable Fuel Standards for 2017, and the Biomass-Based Diesel Volume for 2018,”  
https://www.epa.gov/renewable-fuel-standard-program/final-renewable-fuel-standards-2017-and-biomass-based-die
sel-volume. 農畜産業振興機構、「再生可能燃料の使用義務量を公表（米国）」、

https://www.alic.go.jp/chosa-c/joho01_001725.html。  

https://www.biopreferred.gov/BioPreferred/faces/pages/AboutBioPreferred.xhtml
http://farmenergy.org/news/summary-2014-farm-bills-energy-title-provisions
http://farmenergy.org/news/summary-2014-farm-bills-energy-title-provisions
https://www.epa.gov/renewable-fuel-standard-program/final-renewable-fuel-standards-2017-and-biomass-based-diesel-volume
https://www.epa.gov/renewable-fuel-standard-program/final-renewable-fuel-standards-2017-and-biomass-based-diesel-volume
https://www.alic.go.jp/chosa-c/joho01_001725.html
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図表 39 再生可能燃料使用義務量（単位：10 億ガロン） 

 2014 2015 2016 2017 2018 
セルロース由来 0.03 0.12 0.23 0.31 n/a 
バイオディーゼル 1.63 1.73 1.9 2.0 2.1 
先進的バイオ燃料 2.67 2.88 3.61 4.28 n/a 
再生可能燃料 16.28 16.93 18.11 19.28 n/a 

出所：EPA, “Final Renewable Fuel Standards for 2017, and the Biomass-Based Diesel Volume for 2018,”  
（ https://www.epa.gov/renewable-fuel-standard-program/final-renewable-fuel-standards-2017-and-bio
mass-based-diesel-volume）を元に当社作成。 

 
トランプ大統領は、選挙期間中に公約としてEPA予算・権原の大幅縮小を掲げており、RFSの継

続について今後の動向が注目されている。すでに 3 月上旬には、EPAの予算の 25%が削減される意

向が示されている 112。農業団体やトランプ大統領はRFS自体については支持しており、再生可能燃

料は農村地域で雇用や経済基盤を創出することからRFSは廃止困難とする見方もある。 
 

(2) 主要プログラムの実施状況 

① バイオマス作物支援プログラム 

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDA がウェブ

サイト上で公表している内容等に基づきまとめる。 
 

年月 内容 
2014 年 5 月 20 日 USDA は再生可能なバイオマス・エネルギーのため 2500 万ドルの支援を発

表 
2014 年 7 月 23 日 USDA はバイオマスを配給するため、36 のエネルギー施設を選定 

 

② バイオプリファード 

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDAがウェブサ

イト上で公表している内容等に基づきまとめる。なお、2015 年 6 月に公表されたUSDAの報告書に

よると、バイオ製品産業は 3690 億ドルの経済効果と 400 万人の雇用創出効果があるとされる 113。 
 

年月 内容 
2014 年 7 月 14 日 USDA のバイオプリファード・プログラム事務局は 2014 年 8 月 1 日に公聴

会を開催し、利害関係者間で成熟した市場（木材）製品のバイオプリファー

ド・プログラムへの統合について議論すると発表 
2014 年 8 月 6 日 USDA はバイオプリファード・プログラムの対象となる木材製品とその他製

品を発表 
 
 
 
 
 
 

                                                      
112 “ Trump's EPA budget proposal targets climate, lead cleanup programs,” Reuters, 2 March, 2017. 
113 USDA, “ New Report Shows U.S. Biobased Products Industry Contributes $369 Billion, 4 Million Jobs to 
American Economy,” 17 June, 2015, 
https://www.usda.gov/media/press-releases/2015/06/17/new-report-shows-us-biobased-products-industry-contributes
-369.  

https://www.epa.gov/renewable-fuel-standard-program/final-renewable-fuel-standards-2017-and-biomass-based-diesel-volume
https://www.epa.gov/renewable-fuel-standard-program/final-renewable-fuel-standards-2017-and-biomass-based-diesel-volume
https://www.usda.gov/media/press-releases/2015/06/17/new-report-shows-us-biobased-products-industry-contributes-369
https://www.usda.gov/media/press-releases/2015/06/17/new-report-shows-us-biobased-products-industry-contributes-369
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③ バイオディーゼル燃料教育プログラム

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDA がウェブ

サイト上で公表している内容等に基づきまとめる。

年月 内容

2014 年 5 月 5 日 研究、教育、再生可能エネルギー委員会（REE）はバイオディーゼル燃料利

用の利益について消費者を教育するために、96 万ドルを提供すると発表 

  農村開発事業の実施状況 1.13.

(1) 農村開発事業の制度概要 114 

農村開発事業は USDA 農村地域開発局の管轄であり、米国の農村地域の経済や生活の質の改善を

促進する事業である。事業内容は多岐に渡り、融資、補助金、融資保証を提供し、住宅や経済開発、

医療ケア、緊急救援サービスや機器、水、電気や通信インフラの整備を支援する。2014 年農業法の

成立により、人口 35,000 人までの地域、農村地域は参加が可能となった。銀行や信用組合、コミュ

ニティ主体の融資スキームなどを通じてビジネスへ融資を行うものである。また、コミュニティの

能力強化プログラム実施のために技術支援を行う。農村地域の住民が安全で安価な住宅を購入また

は借りることができるよう支援するとともに、安全に暮らせるための修繕のための支援も提供する。

2014 年農業法によって承認された農村開発事業の各プログラムの概要は以下の通りである。 

図表 40  農村開発事業の各プログラム概要 

分野とプログラム 概要

１．経済開発と雇用創出

新農村ビジネス開発補助金プ

ログラム

農村ビジネス機会補助金及び農村ビジネス企業補助金プログラム

の目的に合致する補助金を統一し、新農村ビジネス開発補助金プ

ログラムにより農村の小規模な新興企業の発展と成長を支援す

る。

ビジネス及び産業融資補助金

プログラム

農村地域において、融資目的での運転資金を含み、融資保証及び

融資担保として売掛金の利用を許諾し、ビジネス用の資金へのア

クセスをさらに向上させる。

中間再貸付事業 遠隔地で不利な農村ビジネスの振興及び雇用促進のための資金調

達のため、継続して提供される。

農村小規模企業家支援事業 同事業は2014年度から2018年度にかけて、農村の小規模企業家及

び小規模企業へのビジネス資金融資を支援するために年間300万
ドル割当てられた。

付加価値生産者補助金 同補助金は、消費されるまで利用可能な義務的資金6300万ドルを

伴い2018年まで認められた。これは農家や牧場主の、地方あるい

は地域的な、食物システム及び特殊農産物生産を含む新しいマー

ケットへの展開を支援するためのものである。同補助金事業は幅

広い種類の事業を奨励し資金を提供する。中小規模農家や牧場の

経営者、新規参入あるいは社会的に不利な農家や牧場、退役軍人

を優先する。

２．地方、地域的食料システム

地方、地域的食料システムは、食料拠点、農家市場、地方又は地域的に焦点をあてた農場ビジネス

のための追加的支援と共に著しく強化された。特にインフラ、事業サービス、サプライチェーンの

調整、そして農村部の食糧生産者と地域的マーケット機会の新しい連携を通じて増加する経済活動

を支援する。現地で生産された食料に費やされる資金は現地の雇用創出と経済成長の可能性を促進

させるため、このような取組みは農村地域の健全な経済の加速となる。

付加価値生産者補助ファンド 同ファンドの一部は食料流通ネットワークとセンターのために留

保されている。これには地方や地域的に生産された農業生産物の

114 USDA Rural Development, https://www.rd.usda.gov/about-rd/mission-history. 

https://www.rd.usda.gov/about-rd/mission-history
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分野とプログラム 概要 
調整、集積、貯蔵、加工、地方での流通マーケットに資する食料

拠点が含まれる。これらのネットワークは中間層のバリューチェ

ーンとされるが、消費者の需要を満たし、サービスが不十分なコ

ミュニティにおける子どもや勤労者世帯、高齢者や障碍者の、栄

養ある食品へのアクセスを向上させる。 
健康的な食糧融資イニシアテ

ィブ 
十分なサービスを受けていな地域に対する健康的な食糧へのアク

セスを増加させるイニシアティブが承認された。 
３．農村エネルギー及びバイオエコノミーを通じた新規経済機会の促進 
あらゆるエネルギー資源を利用し、農村部で雇用機会を創出する政府の戦略を支援する。新興のバ

イオに基づく経済に投資することによって農村部の経済成長の潜在性を拡大する。バイオは多くの

場合、農村部における農業と製造業という2つの重要な経済原動力でもある。 
米国のための農村エネルギー

事業 
同事業は、5000万ドルの義務的資金及び2000万ドルまでの2014年
から2018年にかけての毎年の機密資金を伴って承認された。同法

は、再生可能なエネルギーやエネルギー効率性プロジェクト、農

家や農村部の小規模ビジネスの費用削減のために、様々な事業や

継続的支援のための資金調達を奨励する。 
生物精製所、再生可能な化学薬

品、及びバイオに基づく製品製

造支援プログラム 

従前の生物精製所補助プログラムの名称を変えたものである。同

事業は拡大し、改良されたバイオ燃料や再生可能な化学薬品を製

造する、バイオに基づく製品生産施設や生物精製所も含む。 
 

再供給支援プログラム 同プログラムは2018年まで延長された。2014年の義務的資金1200
万ドルは消費されるまで利用可能である。 

バイオ燃料のためのバイオエ

ネルギー事業 
バイオ燃料のためのバイオエネルギー事業は2018年まで延長され

た。2014年から2018年にかけて年1500万ドルの義務的資金を伴う。 
農村エネルギー節約事業 消費者のエネルギー効率的な投資に対して融資を実施する。 
４．安全で手頃な農村住宅の確保 
中程度及び低所得世帯の住宅ローン及び安全で手頃な賃貸住宅へのアクセスを支援する。2014年農

業法は現在の適格性基準を変更し、本来的に農村地域である人口35000人までの地域はUSDAによる

農村住宅事業に適格性が認められることとなった。 
５．コミュニティ・インフラへの投資 
2014年農業法は、他の公的もしくは民間の資金源からの追加的、レバレッジされた資金調達を奨励

するために、戦略的資金を提供し、健全なコミュニティ及び良好な成長に必要な清潔な水やモダン

な電気通信、高品質の公的施設を保障する。 
緊急切迫したコミュニティの

水支援補助プログラム 
2014年から2018年度、3500万ドルが再度承認された。 

コミュニティ施設事業 同事業は技術支援や研修補助のために資金利用を承認する。 
農村ブロードバンド事業 同サービスが十分でない農村地域の支援に取り組む。これに加え

て、新農村ギガバイト・ネットワーク・パイロット事業も承認さ

れ、超高速サービスが農村地域に設置され、あるいは拡張された。 
６．包括的で持続する経済開発のための発展したコミュニティ・パートナーシップ 
2014年農業法は、包括的な支援を提供し、農村コミュニティのための、継続し、持続可能なソリュ

ーションを促進するために、USDA農村開発が民間や公的、非営利等の複数のパートナーと地域的に

連携することを促進する。 
農村共生開発補助プログラム 機関間グループを形成し、プログラムやサービスの調整を向上さ

せる、連邦機関と国家や地方共同体の農村共生開発補助を実施す

る。 
出所：USDA, “USDA Rural Development: Highlights of the Agriculture Act of 2014,” 
https://www.rd.usda.gov/files/RDFarmBillHighlights.pdf. 

 

(2) 農村開発事業の実施状況 

① ブロードバンド 

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDA がウェブ

サイト上で公表している内容等に基づきまとめる。 

https://www.rd.usda.gov/files/RDFarmBillHighlights.pdf
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年月 内容 

2014 年 10 月 22 日 USDA は農村ブロードバンド及び電気通信インフラへの資金 1 億 9050 万ド

ルを発表 
2015 年 3 月 23 日 USDA はアーカンソー州、アイオワ州、ニューメキシコ州でのブロードバン

ド・プロジェクトへの資金を発表 
 

② 農村住宅の定義 

2014 年 5 月 5 日、農村地域開発局はどの農村地域が住宅プログラムの参加適格があるかを示す地

図を公表した。 

③ 農村協同開発補助金 

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDA がウェブ

サイト上で公表している内容等に基づきまとめる。 
 

年月 内容 
2014 年 4 月 29 日 USDA は本プログラムのための 580 万ドルの予算を発表 
 

④ 農村経済開発融資と補助金プログラム、中間再貸付制度、農村ビジネス開発補助金 

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDA がウェブ

サイト上で公表している内容等に基づきまとめる。 
 

年月 内容 
2015 年 7 月 29 日 USDA は農村ビジネスの雇用機会創出を支援するため、1810 万ドルを供与

することを発表 
 

⑤ 付加価値生産者補助金（VAPG） 

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDA がウェブ

サイト上で公表している内容等に基づきまとめる。 
 

年月 内容 
2014 年 3 月 25 日 農村地域開発局は連邦公報において、2013 年度と 2014 年度の補助金のため

に、2550 万ドルまで利用可能な VAPG 資金への申請期間を延長する旨の通

知 
2014 年 8 月 19 日 USDA は農業起業家が農産物を付加価値製品にするために 2500 万ドルの予

算を発表 
2015 年 5 月 8 日 USDA は食品起業家や農業生産者が新製品を開発するための 3000 万ドルを

供与する用意があることを発表 
 

⑥ 水とゴミ処理融資と補助金プログラム 

2014 年農業法施行後の主な動きについて、以下、2014 年農業法の実施状況を、USDA がウェブ

サイト上で公表している内容等に基づきまとめる。 
 

年月 内容 
2014 年 4 月 22 日 USDA は同プログラムを通じた 116 のプロジェクト補助金を発表した。補助

金の合計は 3億 8700万ドルであり、農業法により支援される補助金 1億 5000
万ドルが含まれる 
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(3) 農村開発政策の政府支出実績の動向 

下記表は農村開発事業のプログラム資金額合計の推移である。2014 年農業法施行以来、資金額は

減少し、以降安定的に推移している。

図表 41 農業開発事業全プログラム資金額（単位：米ドル） 

出所：USDARD, “USDA Rural Development, 2016 Progress Report,” p.10, 
https://www.rd.usda.gov/files/USDARDProgressReport2016.pdf; 
USDARD, “USDA Rural Development, 2015 Progress Report,” p.6, 
https://www.rd.usda.gov/files/USDARDProgressReport2016.pdf; 
USDARD, “USDA Rural Development, 2014 Progress Report,” p.8, 
https://www.rd.usda.gov/files/RD2014ProgressReport.pdf. 

https://www.rd.usda.gov/files/USDARDProgressReport2016.pdf
https://www.rd.usda.gov/files/USDARDProgressReport2016.pdf
https://www.rd.usda.gov/files/RD2014ProgressReport.pdf



